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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等(消費税及び地方消費税)は含まれておりません。 

２ 第56期及び第57期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、転換社債及びストックオプションの潜在株式を調

整計算した結果、１株当たり当期純利益が減少しないため記載しておりません。 

３ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］に年間の平均人員を外数で記載しております。 

４ 第57期より「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２

号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基

準適用指針第４号）を適用しております。 

  

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 49,948 48,048 48,630 49,364 51,864 

経常利益 (百万円) 1,019 2,162 2,569 3,500 4,007 

当期純利益 (百万円) 345 1,041 2,037 2,379 2,494

純資産額 (百万円) 25,615 26,379 27,699 29,554 32,738 

総資産額 (百万円) 58,954 56,227 51,440 53,328 55,338 

１株当たり純資産額 (円) 397.15 409.16 428.05 454.57 503.48 

１株当たり当期純利益 (円) 5.34 16.05 31.18 36.13 37.70

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) － － 31.02 36.09 37.67

自己資本比率 (％) 43.5 46.9 53.8 55.4 59.2 

自己資本利益率 (％) 1.4 4.0 7.5 8.3 8.0 

株価収益率 (倍) 42.53 13.77 12.51 18.82 23.55 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 6,254 7,161 4,103 4,068 3,414

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,979 △1,242 △452 △1,772 △2,009

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △3,253 △4,152 △4,998 △2,438 △1,942

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 3,278 5,034 3,648 3,494 3,042

従業員数 (名) 
1,530 
［216］

1,466
［200］

1,422
[159]

1,395 
[241]

1,462
[330]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等(消費税及び地方消費税)は含まれておりません。 

２ 第56期、第57期及び第58期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、転換社債及びストックオプションの潜在

株式を調整計算した結果、１株当たり当期純利益が減少しないため記載しておりません。 

３ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］に年間の平均人員を外数で記載しております。 

４ 第57期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年9月25日 企業会計基準第２

号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14年9月25日 企業会計基

準適用指針第４号）を適用しております。 

５ 第58期の１株当たり配当金６円は、東京証券取引所第一部上場２０周年記念配当２円を含んでおります。 

６ 第59期の１株当たり配当金７円は、創業４５周年記念配当１円を含んでおります。 

  

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 39,613 37,444 38,315 38,224 38,716 

経常利益 (百万円) 644 1,039 1,125 1,891 2,412 

当期純利益 (百万円) 327 156 956 1,136 1,558 

資本金 (百万円) 9,816 9,816 9,816 9,816 9,816 

発行済株式総数 (株) 65,140,945 65,140,945 65,140,945 65,140,945 65,140,945 

純資産額 (百万円) 24,853 25,075 25,926 26,591 27,730 

総資産額 (百万円) 55,173 52,176 48,030 48,173 46,729 

１株当たり純資産額 (円) 385.34 389.03 400.70 409.02 426.43 

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

2.00 

(－)

4.00

(－)

6.00

(－)

7.00 

(3.00)

10.00

(4.00)

１株当たり当期純利益 (円) 5.07 2.43 14.49 17.03 23.35 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) － － － 17.02 23.33

自己資本比率 (％) 45.0 48.1 54.0 55.2 59.3 

自己資本利益率 (％) 1.3 0.6 3.7 4.3 5.7 

株価収益率 (倍) 44.81 91.02 26.91 39.92 38.03 

配当性向 (％) 39.3 164.7 40.6 41.1 42.8 

従業員数 (名) 
861 
［120］

833
［105］

795
［92］

773 
［89］

766
［123］



２ 【沿革】 

昭和35年６月 当社設立(東京都中央区)、資本金１億２千万円 

    ９月 大阪営業所開設 

昭和36年10月 滋賀工場完成 

昭和42年６月 滋賀工場第二工場完成 

昭和45年３月 滋賀工場第三工場完成 

    ５月 東京証券取引所市場第二部上場 

昭和47年７月 東京工場完成 

昭和51年２月 株式会社ノービル(現バイリーンクリエイト株式会社)設立 

    ７月 大阪支店開設(大阪市) 

昭和55年10月 フロイデンベルグ&バイリーンインターナショナルリミテッド設立(香港) 

昭和57年12月 滋賀工場第四工場完成 

昭和58年４月 バイアム マニファクチュアリングインコーポレーテッド設立(米国・ロサンゼルス) 

    ５月 名古屋営業所開設 

    10月 彦富工業株式会社設立 

    11月 本社移転(東京都千代田区) 

昭和59年３月 東京証券取引所市場第一部指定 

昭和60年６月 東京工場加工工場完成 

パシフィック技研株式会社設立 

昭和61年７月 バイクリーン株式会社設立 

昭和62年４月 名古屋支店開設(名古屋市) 

    12月 キュムラス株式会社設立 

平成元年５月 タイワンバイリーンノンウーブンカンパニーリミテッド(現フロイデンベルグ&バイリーン

ノンウーブンズ(タイワン)カンパニーリミテッド)設立(台湾) 

    11月 本社移転(東京都千代田区) 

東京工場第二工場完成 

平成２年６月 東京研究所(現研究所)開所 

平成４年４月 バイリーン滋賀サービス株式会社(現ブイエスエス株式会社)設立 

平成６年４月 滋賀工場第五工場完成 

バイリーン茨城サービス株式会社(現ブイアイエス株式会社)設立 

平成７年２月 フロイデンベルグ&バイリーンノンウーブンズ(スーチョウ)カンパニーリミテッド設立 

(中国・蘇州) 

    ３月 滋賀工場・東京工場ISO9002登録 

平成８年３月 滋賀工場・東京工場ISO9001登録 

平成９年１月 フロイデンベルグ バイテックリミテッドパートナーシップ設立(米国・ロウウェル) 

    ６月 小山化学株式会社買収 

平成10年３月 滋賀工場ISO14001登録 

    ４月 東京工場ISO14001登録 

    10月 コリアバイリーンカンパニーリミテッド設立(韓国・平澤) 

    11月 バイアム(TN)リミテッドパートナーシップ設立(米国・テネシー) 

平成13年１月 名古屋支店移転(名古屋市) 

    ２月 バイアム ホールディングインコーポレーテッド設立(米国・ロサンゼルス) 

    12月 コリアフィルタテックカンパニーリミテッド設立(韓国・平澤) 

平成15年７月 フロイデンベルク&バイリーントレーディング(スーチョウ)カンパニーリミテッド設立(中

国・蘇州) 

平成16年４月 フロイデンベルク&バイリーンフィルタ(チャンチュン)カンパニーリミテッド設立(中国・

長春) 

    ９月 天津バイアムオートモーティブプロダクツカンパニーリミテッド設立（中国・天津） 

平成17年10月 フロイデンベルク&バイリーンインターライニング（ナントン）カンパニーリミテッド設

立(中国・南通) 



３ 【事業の内容】 

当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)は、当社、子会社15社及び関連会社12社で構成され、不織布

製品及びその加工品の製造販売を主な事業内容とし、更にその事業に関連する研究開発及びその他の技術サービス等

の事業活動を展開しております。 

当社グループの主な事業内容と、当該事業にかかわる位置づけは次のとおりであります。 

不織布関連事業……当社が不織布製品を製造販売するほか、国内では彦富工業㈱、キュムラス㈱の２社が、海外

ではバイアムマニファクチュアリングインコーポレーテッド、バイアム(TN)リミテッドパー

トナーシップ、フロイデンベルグバイテックリミテッドパートナーシップ、天津バイアムオ

ートモーティブプロダクツカンパニーリミテッド、フロイデンベルグ&バイリーンノンウーブ

ンズ(タイワン)カンパニーリミテッド、フロイデンベルグ&バイリーンノンウーブンズ(スー

チョウ)カンパニーリミテッド、コリアバイリーンカンパニーリミテッド、コリアフィルタテ

ックカンパニーリミテッド、フロイデンベルグ&バイリーンフィルタ（チャンチュン）カンパ

ニーリミテッド、フロイデンベルグ&バイリーンインターライニング(ナントン)カンパニーリ

ミテッドの10社が製造販売しており、一部は当社で仕入れて販売しております。 

         バイアムホールディングインコーポレーテッドはバイアムマニファクチュアリングインコー

ポレーテッド、フロイデンベルグバイテックインコーポレーテッドを含む北米不織布関連事

業の持株会社であり、バイアムマネジメント(CA)インコーポレーテッドはバイアムマニファ

クチュアリングインコーポレーテッドの子会社であります。 

         ジャパンバイリーン（ホンコン）リミテッドはフロイデンベルグ&バイリーンインターナショ

ナルリミテッドの持株会社であります。 

         当社が製造する不織布製品及びその付属品等については、国内ではバイリーンクリエイト㈱

が加工・販売しており、海外ではフロイデンベルグ&バイリーンインターナショナルリミテッ

ドを通じて販売しております。 

         当社不織布製品の製造・加工の一部をパシフィック技研㈱及びバイクリーン㈱に委託してお

ります。 

         また、小山化学㈱はポリエステルの原着繊維やリサイクル原料による再生繊維の生産を行っ

ており、当社は自動車内装材用途および電池セパレータ用途の不織布用原料を仕入れており

ます。 

         ブイエスエス㈱及びブイアイエス㈱はそれぞれ当社滋賀工場内、東京工場内における物流業

務を主体に業務を受託しております。 

その他の事業………バイリーンクリエイト㈱は医療用品の販売を一部行っております。 

  

  



事業の系統図は次のとおりであります。 

  

  

 

  

  



４ 【関係会社の状況】 

  

  

名称 住所
資本金又は
出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有(又は 
被所有) 
割合(％) 

関係内容 

(連結子会社)    
 

  

バイリーンクリエイト 
株式会社           ※2 

東京都千代田区 40 不織布関連事業 100.0

当社不織布製品を販売している。な

お、当社の事務所を賃借している。

役員の兼任等…有(2名) 

パシフィック技研株式会社 ※2 滋賀県野洲市 320 〃 100.0

当社不織布製品を加工している。な

お、当社より資金援助をうけてい

る。役員の兼任等…有(4名) 

バイクリーン株式会社  ※1 滋賀県守山市 20 〃
100.0

〔100.0〕

当社不織布製品を加工している。 
なお、当社の事務所を賃借してい

る。役員の兼任等…有(2名) 

キュムラス株式会社 静岡県富士市 90 〃 100.0

製品を当社が仕入れている。なお、

当社より資金援助をうけ、当社所有

の土地を賃借している。 
役員の兼任等…有(2名) 

小山化学株式会社 栃木県小山市 140 〃 100.0

不織布製品用原料及び商品を当社が

仕入れている。なお、当社より資金

援助をうけている。 
役員の兼任等…有(4名) 

彦富工業株式会社 滋賀県彦根市 20 〃 60.0

当社不織布製品を加工している。な

お、当社所有の土地及び建物を賃借

している。 
役員の兼任等…有(3名) 

ブイエスエス株式会社 滋賀県守山市 10 〃 100.0

当社業務の一部を委託している。な

お、当社の事務所を賃借している。

役員の兼任等…有(3名) 

ブイアイエス株式会社 茨城県古河市 10 〃 100.0

当社業務の一部を委託している。な

お、当社より資金援助を受け、当社

の事務所を賃借している。 
役員の兼任等…有(3名) 

バイアムホールディング 
インコーポレーテッド  ※2 

California

U.S.A. 
千US$

24,750 
〃 100.0 役員の兼任等…有(2名) 

バイアムマニファクチュア 
リングインコーポレーテッド 
            ※1 

California, 
U.S.A. 

千US$

17,600 
〃

100.0

〔100.0〕

当社不織布製品及び商品を販売して

いる。製品を当社が仕入れている。

役員の兼任等…有(3名) 
バイアムマネジメント(CA) 
インコーポレーテッド 
            ※1 

California, 
U.S.A. 

千US$

1 
〃

100.0

〔100.0〕
役員の兼任等…有(2名) 

バイアム(TN)リミテッド 
パートナーシップ    ※1 

Tennessee,

U.S.A. 
千US$

10
〃

100.0

〔100.0〕

当社不織布製品を仕入れている。な

お、製品を当社が仕入れている。 
天津バイアムオートモーティブ

プロダクツカンパニーリミテッ

ド          

Tianjin 
China 

千US$

1,800 
〃 100.0

製品を当社が仕入れている。 
役員の兼任等…有(3名) 

ジャパンバイリーン（ホンコ

ン）リミテッド 
Hong Kong

China 
千HK$

48,380 
〃 100.0 役員の兼任等…有(2名) 

その他1社           

(持分法適用関連会社)    
フロイデンベルグバイテック 
インコーポレーテッド 
            ※1 

Kentucky,

U.S.A. 
千US$

50 
不織布関連事業

50.0

〔50.0〕
役員の兼任等…有(3名) 

フロイデンベルグバイテック 
リミテッドパートナーシップ 
            ※1 

Kentucky,

U.S.A. 
千US$

14,000 
〃

50.0

〔50.0〕

当社不織布製品を販売している。な

お、製品を当社が仕入れている。 

フロイデンベルグ＆バイリーン 
インターナショナルリミテッド 
            ※1 

Hong Kong

China 
千HK$

100,000 
〃

50.0

〔50.0〕

当社不織布製品を販売している。 
役員の兼任等…有(3名) 

フロイデンベルグ＆バイリーン

ノンウーブンズ(タイワン)カン

パニーリミテッド 

Tao-Yuan

Taiwan 
千NT$

190,000 
〃 50.0

当社より不織布製品用原料を購入し

ている。 
役員の兼任等…有(3名) 



  

  
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業内容の名称を記載しております。 

２ ※１：議決権の所有割合の〔 〕内は、間接所有割合で内数であり,＜ ＞内は、緊密な者又は同意している者の所有割

合で外数であります。 

３ ※２：特定子会社に該当しております。 

４ ※３：有価証券報告書の提出会社であります。 

５ フロイデンベルグ＆バイリーンノンウーブンズ（スーチョウ）カンパニーリミテッドについては、「関連当事者との取

引」に記載しているため、省略しております。 

６ バイアムホールディングインコーポレーテッド(連結)については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売

上高に占める割合が100分の10を超えております。なお、主要な損益情報は以下のとおりであります。 

  (1) 売上高   8,778百万円 (2) 経常利益    821百万円  (3) 当期純利益   512百万円 

  (4) 純資産額  3,297百万円 (5) 総資産額  5,676百万円 

７ バイリーンクリエイト株式会社については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が

100分の10を超えております。なお、主要な損益情報は以下のとおりであります。 

(1) 売上高    7,360百万円 (2) 経常利益     203百万円 (3) 当期純利益   128百万円 

  (4) 純資産額     454百万円 (5) 総資産額   2,518百万円 

  

名称 住所
資本金又は
出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有(又は 
被所有) 
割合(％) 

関係内容 

コリアバイリーンカンパニーリ

ミテッド 
Pyungtaek,

Korea 
百万Won

30,000 
不織布関連事業 45.0

当社より不織布製品用原料を購入し

ている。また、製品を当社が仕入れ

ている。 
役員の兼任等…有(2名) 

コリアフィルタテックカンパニ

ーリミテッド 
Pyungtaek,

Korea 
百万Won

1,000 
 〃 50.0

当社より不織布製品用原料を購入し

ている。 
役員の兼任等…有(1名) 

フロイデンベルグ&バイリーン

フィルタ（チャンチュン）カン

パニーリミテッド    ※1 

Changchun, 

China 
千US$

8,000 
〃

37.5

〔37.5〕

＜75.0＞

役員の兼任等…有(1名) 

フロイデンベルグ&バイリーン

インターライニング（ナント

ン）カンパニーリミテッド 

Nantong,

China 
千US$

9,600 
  〃

50.0

〔50.0〕

＜100.0＞

役員の兼任等…有(2名) 

(その他の関係会社)    

大日本インキ化学工業 
株式会社        ※3 

東京都板橋区 82,423

印刷インキ、顔

料、合成樹脂等

の製造販売 
(23.1)

同社製品の購入及び当社不織布製品

を販売している。 

フロイデンベルグベタイリグン

グスゲーエムベーハー 
Weinheim,

Germany 
百万EUR

6 
持株会社 (22.7) ――――― 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成18年３月31日現在) 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成18年３月31日現在) 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は[ ]内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

  なお、出向者(連結子会社への出向含む)98名は除いております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は、その大多数(組合員数595名中576名)が連合労働組合を組織し、ＵＩゼンセン同盟に加盟し

て、良好な労使関係にあります。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

不織布関連事業 
1,324 
[ 324] 

全社(共通) 
138 
[ 6] 

合計 
1,462 
[ 330] 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

766 
[123] 

43.78 22.25 6,853,832 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

１．業績 

当期の経済環境は、原油価格高騰の影響が拡大しつつあるものの、企業収益の改善と堅調な民間設備投資に支えら

れ、雇用および個人消費が改善し、緩やかながらも回復基調で推移しました。 

このような状況下、当社グループは当期を最終年度とする中期経営計画の総仕上げとして、新製品の開発、新規市

場の開拓を進めるとともに、品質のより一層の向上および生産性の改善によるコストダウンに取組みました。また、

海外における需要の拡大に対応するため、北米の子会社および東アジアの関係会社の生産体制の整備拡充を進めまし

た。 

当期の連結売上高は前期に比べ25億円増の518億6千4百万円(前期比5.1％増)、連結経常利益は5億7百万円増の40億7

百万円(前期比14.5％増)、連結当期純利益は1億1千5百万円増の24億9千4百万円(前期比4.9％増)を計上することがで

きました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次の通りです。 

（１） 不織布関連事業 

   ①衣料資材部門（売上高51億3千7百万円、前期比14.5％減） 

アパレル生産の海外移転と副資材の現地調達の拡大に伴い、国内市場は縮小傾向が続き、またファッショントレ

ンドのカジュアル化による芯地の需要減の影響を受け、前期を下回りました。一方、海外の持分法適用会社である

フロイデンベルグ社との合弁会社の業績は、好調に推移しました。 

   

   ②メディコン資材部門（売上高69億8千5百万円、前期比8.8％増） 

主力製品である貼付薬基布は、プラスター剤分野での新規アイテムの獲得、パップ剤分野での新製品投入による

市場シェアの向上により、前期を上回りました。産業用防じんマスクは、健康や安全衛生に対する意識が高まりマ

スクの装着率が向上したことにより、また花粉マスクは、新製品を投入したことにより、前期を上回りました。 

  

  ③工業資材部門（売上高54億1千8百万円、前期比3.5％減） 

複写機用クリーニングロールは、高機能複写機の需要が拡大し大手ユーザー向け販売が堅調に推移したこともあ

り、前期を上回りました。液体ろ過材は、半導体向けカートリッジフィルタの販売伸長、新規商権の獲得により、

前期を上回りました。プリント配線基板材は、流通在庫の増加と海外における競合品の台頭の影響を受け、前期を

下回りました。 

  

 ④電気資材部門（売上高53億4千4百万円、前期比1.9％増） 

世界的な環境対応の流れに伴い、電池市場ではニカド電池からニッケル水素電池関連商品へと需要がシフトして

おります。この影響を受け、ニカド電池用セパレータは需要が減少し前期を下回りましたが、ニッケル水素電池用

セパレータは需要が拡大し前期を上回りました。ハイブリッド自動車用電池セパレータは、原油価格の高騰、地球

環境保全意識の高揚に伴い、北米を中心としてハイブリッド自動車の販売が拡大したことにより、前期を大きく上

回りました。 

  

⑤自動車資材部門（売上高190億7千2百万円、前期比18.6％増） 

日系自動車メーカーは、国内市場では販売台数が前年を下回るなど伸び悩みましたが、北米を中心とした海外市



場における販売は前期に引続き好調を維持し、業績を大きく伸ばしました。このような状況下、フロアマットは

顧客ニーズに応える付加機能の開発に努め、新規商権が獲得できたことにより、前期を大きく上回りました。天井

材は、採用されている車種の生産が好調であったため前期を上回りました。自動車用フィルタ材は、新製品の投入

により前期を大きく上回りました。 

  

   ⑥空調資材部門（売上高85億8千1百万円、前期比2.8％減） 

オフィスビル向け中高性能エアフィルタは、環境配慮型の新製品を投入し拡販に努めましたが、交換周期の延

長、価格競争の激化が影響し、前期を下回りました。汎用フィルタであるフィレドンフィルタは、自動車業界の好

調により塗装ブース用フィルタが増加したこともあり、前期を上回りました。自動車用キャビンエアフィルタは、

大手ユーザーへの売上が減少した影響を受け、前期を下回りました。クリーンルーム機器は、アスベスト解体作業

用エアシャワーの需要が増えたものの、価格競争の激化により新規物件の獲得に苦戦し、前期を下回りました。 

  

（２）その他事業（売上高13億2千5百万円、前期比13.5％増） 

  医療用具（注腸カテーテル）の販売は前期を下回りました。受取ロイヤルティおよび販売コミッションの「その

他の収益」は前期を上回りました。 

  

所在地別の業績は次の通りです。 

（１） 日本 

設備投資の増加や輸出の好調に支えられ企業収益が改善し、緩やかながらも順調な景気回復が進んでいることを

反映して、メディコン資材部門、自動車資材部門、電気資材部門が販売増に結びつきました。工業資材部門、空調

資材部門では競争激化や製品単価の下落が響き、若干の販売減となりました。衣料資材部門では海外現地調達の傾

向は変わらず、国内での販売は縮小傾向で推移しています。この結果、売上高は436億5千6百万円と前期比1.0％の

増加にとどまりました。営業利益は製造原価の低減・労務費の削減が進み、前期比4.0％増の23億4千3百万円になり

ました。 

  

（２） 北米 

バイアムマニファクチュアリングインコーポレーテッドの自動車用フロアマットの販売は搭載されている日系メ

ーカーの自動車販売が好調なことや新車種マットの獲得、新機能を付加した製品の拡販に努めた結果、売上高は87

億7千8百万円と前期比29.5％の増加となりました。営業利益は、売上高の増加や製造工程の改善による製造費の削

減により、前期比61.7％増の8億4千4百万円になりました。 

  

（３） アジア 

中国に設立いたしました自動車用フロアマット製造会社、天津バイアムオートモーティブプロダクツカンパニー

リミテッドは当期より本格的に生産を開始しました。主に日本への輸出であり、売上高は１億９千万円になりまし

た。 

  



２．キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、30億4千2百万円とな

り、前連結会計年度末に比べ4億5千1百万円減少いたしました。各活動別のキャッシュ・フローの状況は以下のとお

りであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、前連結会計年度に比べ6億5千4百万円減少し、34億1千4百万円となりました。前

連結会計年度からの減少の主な要因は、法人税等の支払額が8億5千万円増加したことなどによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動に使用した資金は前連結会計年度に比べ2億3千6百万円増加し、20億9百万円となりました。前連結会計

年度からの増加の主な要因は、有形固定資産の売却による収入が2億6千1百万円減少したことなどによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は前連結会計年度に比べ4億9千6百万円減少し、19億4千2百万円となりました。前連

結会計年度からの減少の主な要因は、前連結会計年度に比べ短期借入金の純減少額が6億7千万円減少したことなど

によるものです。 

  

  

  

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

(2) 受注状況 

受注生産は行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

部門別生産 

当連結会計年度
17.４.１～18.３.31 

金額(百万円) 前年同期比(％) 

《不織布関連事業》     

衣料資材部門 2,630 △15.0 

メディコン資材部門 4,911 9.6 

工業資材部門 4,622 3.1 

電気資材部門 5,357 △1.9 

自動車資材部門 13,987 21.5 

空調資材部門 4,697 14.0 

不織布関連事業計 36,208 9.2 

《その他の事業》     

その他の事業 － － 

その他の事業計 － － 

合計 36,208 9.2 

部門別売上高 

当連結会計年度
17.４.１～18.３.31 

金額(百万円) 前年同期比(％) 

《不織布関連事業》     

衣料資材部門 5,137 △14.5 

メディコン資材部門 6,985 8.8 

工業資材部門 5,418 △3.5 

電気資材部門 5,344 1.9 

自動車資材部門 19,072 18.6 

空調資材部門 8,581 △2.8 

不織布関連事業計 50,539 4.9 

《その他の事業》     

その他の事業 1,325 13.5 

その他の事業計 1,325 13.5 

合計 51,864 5.1 



３ 【対処すべき課題】 

当社グループは、グローバルな事業展開により事業構造を再構築するとともに、新規技術による不織布の高機能化

を推進し用途拡大を図ることにより、収益基盤をさらに安定したものにしていくことを目指しております。 

  また、経営の効率性と透明性をより向上させるために、コーポレートガバナンスの強化とコンプライアンス体制の

充実を引続き図っていくことも、今後の重要な経営課題であると認識しております。これら課題への取組みとして、

以下の事業戦略を実行してまいります。 

①事業構造の再構築 

不織布事業の国際的価格競争の激化、環境問題や資源に関わる市場動向の変化、国内衣料事業の海外移転等に伴

い、当社にとって最も有益で効率的と思われる事業の再構築を推進します。 

②高機能化による用途拡大 

新規技術による高機能化を推進し、将来的な成長が期待できる分野へ積極的な用途拡大を図ります。 

③生産体制の適正化 

グローバルな生産体制の充実と国内生産規模の適正化により、合理的で効率的な生産供給体制の構築を推進いたし

ます。 

④経営資源の効率的運用と企業価値の向上 

営業収益の拡大と資本効率の向上により企業価値を高め、一層の株主還元を図ります。 

⑤コンプライアンスの徹底と内部統制システムの強化 

ＣＳＲ憲章に基づき企業理念の遵守を徹底するとともに、法令などの改正に対応した内部統制システムの強化を推

進いたします。 

⑥人材の育成と活力ある企業風土の醸成 

次世代リーダーの育成に力を注ぐとともに、各種スキルの開発のための教育研修制度を充実させることにより活力

ある企業風土の醸成を図ります。 

  

  

４ 【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のようなものがあります。な

お、文中における事項は有価証券報告書提出日（平成18年6月29日）現在において、当社グループが判断したものであ

ります。 

  

（１）経済状況 

当社グループの営業収入のうち、ほとんどを占める不織布及び不織布加工品は、当社グループが製品を販売してい

る国または地域の経済状況の影響を受けます。顧客にとって当社グループの製品を購入することは、多くの場合必要

不可欠なことであるとはいえません。同様に当社グループの製品及び他社製品に内製化された当社グループの製品の

需要は、当社グループが製品を販売している様々な市場における経済状況の影響を受けます。従いまして、日本、北

米、アジアを含む当社グループの主要市場における景気後退、およびそれに伴う需要の縮小は当社グループの業績及

び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  



（２）為替レートの変動 

当社グループの事業には、主に米国とアジアにおける製品の生産と販売が含まれております。各地域における売

上、費用、資産を含む現地通貨建ての項目は、連結財務諸表の作成のために円換算されております。換算時のレート

により、これらの項目は元の現地通貨における価値が変わらなかったとしても、円換算後の価値が影響を受ける可能

性があります。一般に、他の通貨に対する円高は当社グループの事業に悪影響を及ぼし、円安は当社グループの事業

に好影響をもたらします。当社グループは中長期的な通貨変動により、計画された調達、製造および販売活動を確実

に実行できない場合があるため、為替レートの変動は当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性が

あります。 

  

（３）製品開発力 

当社グループは継続して斬新で魅力ある新製品を開発できると考えておりますが、新製品の開発と販売プロセス

は、その性質から複雑かつ不確実なものであり、様々なリスクが含まれております。例えば、①新製品や新技術への

投資に必要な資金と資源を今後十分充当できる保証はありません。②当社グループが市場からの支持を獲得できる新

製品、新技術を正確に予想できるとは限らず、またこれらの製品の販売が成功する保証はありません。③技術の急速

な進歩や変化により、当社グループの製品が時代遅れになる可能性があります。上記のリスクをはじめとして、当社

グループが業界と市場の変化を十分に予測できず、魅力ある新製品を開発できない場合には、将来の成長と収益性を

低下させ、業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

（４）海外進出に潜在するリスク 

当社グループの生産及び販売活動は北米やアジア等日本国外でも行なわれております。米国・中国・香港に連結子

会社、米国・中国・香港・韓国・台湾には持分法適用会社があります。これらの海外市場への事業進出にはいくつか

のリスクが内在しております。①予期しない法律または規制の変更 ②不利な政治または国内要因 ③人材の採用と

確保の難しさ ④潜在的に不利な税制の影響 ⑤テロ等による社会的混乱等が考えられます。これらのリスクは当社

グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

（５）退職給付債務 

当社グループの従業員退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待収益

率に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件の変更が必要な場合、当社

グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

  

  

  

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

技術受入契約 

  

  

６ 【研究開発活動】 

当社グループ（当社、連結子会社、及び持分法適用会社）は、新規な素材や技術の開発を自ら行い早期に高機能性

素材を開発することにより、市場へのタイムリーな新製品投入を目指しています。このために不織布の専業メーカー

として永年に亘り蓄積してきた不織布に関する多様な生産・加工技術と、多岐に亘る用途への適用技術とからなる基

盤技術を更に深耕しています。また、不織布に関連した分野における種々の技術や素材を積極的に取り込むことにも

注力しています。 

当社における研究開発組織は、各資材本部技術部、研究所、エンジニアリング部、技術研究管理部の４つの部署か

らなっています。各資材本部技術部は、５資材本部の中でそれぞれ、衣料、自動車、空調、メディカル＆コンシュー

マー、及び産業資材(電気・電池、工業材料・ＯＡ機器等)に関連した用途分野を受け持ち、それぞれの営業部と直結

して短中期的な不織布製品の開発及び改良を行っています。 

一方、研究所では、不織布関連の既存分野の拡大と新規分野の開拓を目指し、基本的な技術から応用加工までの新規

技術及び新規材料について中長期的な開発に取り組んでいます。 

また、エンジニアリング部では、生産部門や関連子会社、海外関係会社などとの連携のもとに、不織布生産設備及び

加工設備を中心とした、新規生産技術や工程制御技術の研究に取り組むとともに、研究所が開発した新規技術の設備

化研究を行っています。 

技術研究管理部では、主要開発テーマの横断的調整や進捗管理、各資材本部技術部、研究所、エンジニアリング部等

から依頼された製品や競合品についての分析、新規分析方法の確立、及び物性測定を担うと同時に、工業所有権の出

願・権利の保全、また外部技術情報やマーケット情報の提供、及びコア事業周辺の未着手新規用途調査等の支援を行

っています。２００５年度における特許出願件数は海外出願を含めて合計６０件でした。 

 連結子会社の中で、バイアムマニファクチュアリングコーポレーテッドは、自動車用フロアマットの米国で調達さ

れる材料を使用して試作研究ならびに生産技術開発を目的とした活動を行っており、この研究開発費として当連結会

計年度においては６千４百万円計上されております。 

 当連結会計年度における研究開発費の総額は 17 億２千９百万円であり、セグメント別では全て「不織布関連事業」

におけるものであります。「その他の事業」における研究開発費の発生はありません。 

  
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

契約会社名 契約の相手方 国籍 技術契約の種類 対価 契約期間 

日本バイリーン
株式会社 

フロイデンベル
グ・フリーススト
ッフェK.G. 

独国 

１ 不織布に関する
情報と技術の相
互無償協力契約

２ 商標権の使用契
約 

定額
ただし、平成12
年４月１日より
一部については
定率 

自平成16年４月１日至
平成21年３月31日ただ
し、いずれかの当事者
の意思により契約が終
了しない限り、５年毎
に自動更新 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1)財政状態 

［資産］ 

資産合計は553億3千8百万円と前連結会計年度末比20億9百万円の増加となりました。 

流動資産の減少（前連結会計年度末比2億5千3百万円の減少）は主に現金及び預金の減少によるもので、短期借入金

の返済等によるものであります。 

固定資産の増加（前連結会計年度末比22億6千3百万円の増加）は主に投資有価証券の持分法利益および時価評価によ

る増加と有形固定資産の取得によるものであります。 

［負債］ 

負債合計は223億1千万円と前連結会計年度末比11億9千9百万円の減少となりました。 

流動負債の減少（前連結会計年度比9億1千2百万円の減少）は主に短期借入金の返済を進めたことによるものであり

ます。 

固定負債の減少（前連結会計年度比2億8千7百万円の減少）は主に退職給付引当金の減少によるものであります。 

［資本］ 

資本の合計は327億3千8百万円と前連結会計年度末比31億8千3百万円の増加となりました。 

当期純利益の増加に伴い利益剰余金が増加したこと、および前年度末より円安が進み為替換算調整勘定のマイナスが

減少したことなどによるものであります。 

  

  

(2)経営成績 

「１ 業績等の概要、１ 業績」を参照願います。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループ（当社及び連結子会社）では、経営改革の一環として構造改革に取組んでおりますが、設備投資につ

きましても、「効率的な経営資源の集中化」を基本戦略として生産設備の統廃合、省力・合理化投資、および拡大分

野の生産対応に絞り込んだ投資を行い、全体での投資は22億1千3百万円になりました。 

  

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

(平成18年３月31日現在) 

  

(2) 国内子会社 

(平成18年３月31日現在) 

  

(3) 在外子会社 

(平成18年３月31日現在) 

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品及び建設仮勘定の合計であります。なお、金額には、消費税等は含まれ

ておりません。 

２ 土地の一部を賃借しております。賃借料は6百万円であり、土地の面積については、[  ]で外書きしております。 

３ 土地は提出会社から賃借しております。 

４ 現在休止中の主要な設備はありません。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容 
帳簿価額(百万円) 

従業員数
(名) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

滋賀工場 
(滋賀県守山市) 

(注２) 

不織布関連
事業 

不織布生産
設備 

1,840 1,471
427
(82)
[5]

143 3,882 259

東京工場 
(茨城県古河市) 

不織布関連
事業 

不織布生産
設備及び研
究開発施設 

3,567 2,157
207
(137)

354 6,287 286

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容 
帳簿価額(百万円) 

従業員数
(名) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

小山化学
㈱ 

本社工場 
(栃木県 
小山市) 

不織布 
関連事業 

紡糸設備 279 402
799
(34)

48 1,530 81

パシフィ
ック技研
㈱ 

本社工場 
(滋賀県 
野洲市) 

不織布 
関連事業 

不織布 
加工設備 

311 102
470
(9)

17 901 51

キュムラ
ス㈱ 
（注３） 

本社工場 
(静岡県 
富士市) 

不織布 
関連事業 

不織布 
生産設備 

200 118
1,138
(8)

10 1,468 52

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容 
帳簿価額(百万円) 従業

員数 
(名) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

バイアムマ
ニファクチ
ュアリング
インコーポ
レーテッド 

本社工場 
(米国カリ
フ ォ ル ニ
ア) 

不織布 
関連事業 

フロアマッ
ト生産設備 

124 83
134
(14)

14 356 84

〃  
  

  

リミテッド
パートナー
シップ工場 
(米国テネ
シー) 

不織布 
関連事業 

フロアマッ
ト生産設備 

948 764
72
(81)

259 2,044 147



５ 上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。 

(1) 提出会社 

(単位 百万円) 

  

(2) 在外子会社 

(単位 百万円) 

  

事業所名 
事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 賃貸期間 年間賃借料 差入保証金

本社 不織布関連事業 事務所建物 H元年～H21年 300 908 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容 台数 リース期間
年間 
リース料 

リース
契約残高 

バイアムマニフ
ァクチュアリン
グインコーポレ
ーテッド 

リミテッドパート
ナーシップ工場 
(米国テネシー) 

不織布関連 
事業 

その他の設備
他 

１式 H17年～H21年
  

24 49



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 
投資予定
金額 
(百万円)

既支払額
(百万円)

資金
調達 
方法 

着手及び完了予定 完成後の
設備能力 

着手 完了 

バ イ ア ム
(TN)リミテ
ッドパート
ナーシップ 

米国 
テネシー 

不織布 
関連事業 

自動車用
フロアマ
ット生産
工場及び
設備 

1,095 238 借入金 
平成18年
1月 

平成18年 
12月 

66 千セッ
ト/月増加 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

なお、平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、当該定めは削除されました。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 152,713,000 

計 152,713,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 65,140,945 65,140,945
東京証券取引所
(市場第一部) 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 65,140,945 65,140,945 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりでありま

す。 

  

株主総会の特別決議（平成17年6月29日） 

  事業年度末現在 
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数（個） 372 （注）1 372 （注）1 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 37,200 (注) 2 37,200 (注) 2 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1  同左 

新株予約権の行使期間 平成17年8月1日～ 
平成37年6月29日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    1 
資本組入額   1 

同左 

新株予約権の行使の条件 
1.新株予約権の割当てを受けた者（以下「新
株予約権者」という）は、当社の取締役の
地位を喪失したときに限り、新株予約権を
行使できるものとする。ただしこの場合、
新株予約権者は、地位を喪失した日の翌日
（以下「権利行使開始日」という）から当
該権利行使開始日より10日を経過する日ま
での間に限り、新株予約権を行使すること
ができる。 
2.上記1.に関わらず、新株予約権者は以下
の①②に定める場合には、それぞれに定
める期間内に限り新株予約権を行使でき
る。 

① 新株予約権者が平成36年６月29日に至る
までに権利行使開始日を迎えなかった場
合 

  平成36年6月30日から平成37年6月29日 
② 当社が消滅会社となる合併契約書、当社
が完全子会社となる株式交換契約書の議
案または株式移転の議案につき当社株主
総会で承認された場合 

  当該承認日の翌日から10日間 
3.新株予約権者が死亡した場合、相続人は新
株予約権を相続することができる。ただ
し、相続人は、新株予約権者が死亡退任し
た日の翌日から６ヶ月を経過する日までの
間に限り、新株予約権を行使できるものと
する。 

4.各新株予約権の一部行使はできないものと
する。 

5.この他の権利行使の条件は、取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権の割当を受け

た者との間で締結した新株予約権割当契約

の定めるところによる。 

同左 

  

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認

を要する。 
同左 



(注) １ 新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、１００株であります。 

     ２  当社が株式の分割または併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により調整し（１株未満の端数は

切捨て）、調整後の付与株式数に当該時点で行使または償却されていない新株予約権の総数を乗じた数といたします。 

  調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

また、上記のほか、新株予約権発行日以降に、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合など、新株予約権の目的

となる株式の数の調整を必要とする事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件などを勘案の上、合理的

な範囲で付与株式数を調整いたします。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 東京加工技研株式会社との合併(平成17年10月１日付け)に伴い、合併差益が生じ、資本準備金が増加しています。 

当社は東京加工技研株式会社の全株式を所有していたため、新株の発行および資本金の増加はありません。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年10月１日 (注) ― 65,140,945 ― 9,816 83 7,492 



(4) 【所有者別状況】 

(平成18年３月31日現在) 

(注) １ 自己株式210,637 株は「個人その他」に210 単元、「単元未満株式の状況」に637 株含まれております。 

なお、期末日現在の実質的な所有株式数は、209,637 株であります。 

２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が2単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

(平成18年３月31日現在) 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株) 

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 50 31 127 50 2 4,160 4,420 ―

所有株式数 
(単元) 

― 8,656 1,850 24,728 18,271 2 11,118 64,625 515,945

所有株式数 
の割合(％) 

― 13.39 2.86 38.26 28.27 0.00 17.20 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

大日本インキ化学工業株式会社 東京都中央区日本橋三丁目７番20号 14,849 22.80 

フロイデンベルグ ベタイリグン

グス ゲーエムベーハー 
69465 Weinheim Germany 14,647 22.49 

東レ株式会社 東京都中央区日本橋室町二丁目１番１号 7,242 11.12 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社信託口 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,680 4.11 

日本マスタートラスト 

信託銀行株式会社信託口 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,416 2.17 

日本バイリーン取引先持株会 東京都千代田区外神田二丁目14番５号 1,193 1.83 

日誠不動産株式会社 東京都中央区日本橋三丁目７番20号 1,000 1.54 

日本バイリーン従業員持株会 東京都千代田区外神田二丁目14番５号 833 1.28 

大和証券株式会社 東京都千代田区大手町二丁目６番４号 682 1.05 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 676 1.04 

計 ― 45,218 69.42 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(平成18年３月31日現在) 

(注) １ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式637 株が含まれております。 

２ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権２個)含まれておりま

す。 

  

② 【自己株式等】 

(平成18年３月31日現在) 

(注) 株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000 株(議決権1個)あります。 

なお、当該株式数は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めております。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

209,000 
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

64,416,000 
64,416 同上

単元未満株式 
普通株式 

515,945 
― 同上

発行済株式総数 65,140,945 ― ― 

総株主の議決権 ― 64,416 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
日本バイリーン株式会社 

東京都千代田区 
   外神田２―14―５ 

209,000 ― 209,000 0.32

計 ― 209,000 ― 209,000 0.32 



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

①  自己株式取得方式のストックオプション 

旧商法第210条ノ２第２項の規定に基づき、当社が自己株式を買付ける方法により、平成13年６月28日開催の第55

回定時株主総会終結のときに在任する常勤の取締役と平成13年７月１日に在職する理事ならびに組織管理職群、専

門管理職群および専任職群の従業員に対して付与することを平成13年６月28日の第55回定時株主総会において決議

されたものであります。 

  

(注) 株式の分割および時価を下回る価額で新株式を発行するときは、次の算式により譲渡価額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切上げる。 

  

  

決議年月日 平成13年６月28日 

付与対象者の区分及び人数(名) 
当社取締役  10
当社理事    6 
当社組織管理職群、専門管理職群および専任職群の従業員 229 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数(株) 635,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 310 (注) 

新株予約権の行使期間 平成15年７月１日～平成18年６月30日 

新株予約権の行使の条件 
死亡・退職時は権利を喪失する。ただし、定年退職・取締役の任期満了
退任・当社役員就任による退職は例外として権利を喪失しない。 
  

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡・質入れ・相続は認めない。 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金 

調整後 
譲渡価額 

＝ 
調整前 
譲渡価額 

× 
１株当たり株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



② 新株予約権方式のストックオプション 

イ 平成17年６月29日開催の定時株主総会の決議に基づくもの 

平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役に対して株式報酬型のストッ

クオプションとして特に有利な条件をもって新株予約権を付与することを、平成17年６月29日開催の第59回定時株

主総会において特別決議されたものであります。 

  

決議年月日 平成17年６月29日 

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役 11名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数(株) 

  
38,000株を上限とする。なお、新株予約権１個当たりの目的となる株式
の数 (以下、「付与株式数」という）は100株とする。ただし、新株予約
権を発行する日（以下、「発行日」という）以降、当社が当社普通株式
の分割または併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し
（１株未満の端数は切捨て）、新株予約権の目的たる株式の総数は、調
整後の付与株式数に当該時点で行使または消却されていない新株予約権
の総数を乗じた数とする。 
 調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

 また、発行日以降、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場
合など、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたとき
は、資本の減少、合併または会社分割の条件などを勘案の上、合理的な
範囲で付与株式数を調整する。 

新株予約権の数 380個を上限とする。 

新株予約権の発行価額 無償とする。 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 
各新株予約権の行使により発行または移転する株式1株あたりの払込金額

を1円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。 

新株予約権の行使可能期間 
平成17年６月30日から平成37年６月29日までの範囲内で、当社取締役会

において決定する。 

その他の新株予約権の行使の条件 

  
1.新株予約権の割り当てを受けた者（以下「新株予約権者」という）は、
当社の取締役の地位を喪失した時に限り、新株予約権を行使できるもの
とする。ただしこの場合、新株予約権者は、地位を喪失した日の翌日
（以下「権利行使開始日」という）から当該権利行使開始日より10日を
経過する日までの間に限り、新株予約権を行使することができる。 
2.上記1.に関わらず、新株予約権者は以下の①②に定める場合には、それ
ぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できる。 

① 新株予約権者が平成36年６月29日に至るまでに権利行使開始日を迎え
なかった場合 

   平成36年６月30から平成37年６月29日 
② 当社が消滅会社となる合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換
契約書の議案または株式移転の議案につき当社株主総会で承認された場
合 

   当該承認日の翌日から10日間 
3.新株予約権者が死亡した場合、相続人は新株予約権を相続することがで
きる。ただし、相続人は、新株予約権者が死亡退任した日の翌日から６
ヶ月を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使できるものとす
る。 

4.各新株予約権の一部行使はできないものとする。 
5.その他の権利行使の条件は、当社取締役会において決定するものとす
る。 



  

  

ロ 平成18年６月29日開催の定時株主総会の決議に基づくもの 

会社法第361条第１項の規定に基づき、取締役のストックオプション報酬額の設定およびストックオプションとし

て社内取締役に対し、新株予約権を発行することを平成18年６月29日開催の定時株主総会において決議したもので

あります。 

  

  

  

  

新株予約権の消滅事由および条件 

  
1.当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認され

た場合、または当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案もし

くは株式移転の議案につき当社株主総会で承認された場合は、当社は新

株予約権を無償にて消却することができる。 

2.当社は、いつでも、当社が取得し保有する新株予約権を、無償にて消却

することができるものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要する。 

決議年月日 平成18年６月29日 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役 10名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数(株) 

  
普通株式30,000株を各事業年度に係る定時株主総会の日から1年以内の日
に発行する新株予約権を行使することにより交付を受けることができる
株式数の上限とする。 
各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）
は当社普通株式100株とする。 
なお、当社が、当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無
償割当てを含む。）又は株式併合等を行うことにより、株式数の調整を
することが適切な場合は、当社は必要と認める調整を行うものとする。 

新株予約権の数 
300個を各事業年度に係る定時株主総会の日から1年以内の日に発行する

新株予約権の数の上限とする。 

新株予約権の行使時の払込金額(円)
各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行
使することにより交付を受けることができる株式1株当たりの払込金額を
1円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。 

新株予約権の行使可能期間 新株予約権を割当てる日から20年以内とする。 

その他の新株予約権の行使の条件 

新株予約権者は、上記の新株予約権の行使可能期間内において、当社の
取締役の地位を喪失した日の翌日から新株予約権を行使することができ
るものとし、その他の新株予約権の行使の条件については、本新株予約
権の募集事項を決定する取締役会において定めるものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要する。 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 



３ 【配当政策】 

当社グループは、株主への利益配分が企業にとっての重要事項と認識しており、従来の安定配当の考え方を堅持

しつつ、より業績連動型の配当方法を採用しております。具体的には、事業収益ならびにキャッシュフローの状況

等を勘案し、連結当期利益の25％～30％を配当の基準としております。 

 当期の利益配当につきましては、当期の業績、今後の経営環境などを勘案し、１株当たり６円とし、中間配当金

（４円）と合わせて１０円としております。 

  

 (注) 当期の期末配当に関する取締役会決議日 平成18年5月18日 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。 

  

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 318 260 472 743 1,020 

最低(円) 158 170 211 325 594 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 860 1,020 960 946 970 900 

最低(円) 678 840 850 767 775 802 



５ 【役員の状況】 

  

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 
社長   田 中   裕 昭和17年５月９日生

昭和40年４月 

  
昭和63年９月 

平成６年４月 
平成７年６月 

平成８年４月 
平成９年６月 

平成11年６月 
平成12年６月 

  
平成15年６月 

大日本インキ化学工業株式会社入

社 
当社入社 

経営企画部長 
取締役経営企画管理部長 

取締役 
常務取締役 

専務取締役 
代表取締役社長経営改革実行本部

長 
代表取締役社長(現) 

29

専務取締役 

営業部門管掌 
ＣＳＲ・ 
品質保証部・ 
環境安全品質
部・ 

資材購買部担当 

川 村 八 代 昭和18年１月19日生

昭和40年４月 

平成11年10月 
平成12年６月 

平成13年６月 
平成14年６月 

平成17年６月 

当社入社 

理事第三事業部長 
取締役第三事業部長 

常務取締役第三事業部長 
常務取締役 

専務取締役(現) 

23

常務取締役 

第一事業部・ 
大阪支店担当 
第一事業部長 

  

菅 野 光 雄 昭和21年５月14日生

昭和45年４月 

平成12年10月 

平成13年６月 

平成16年６月 

平成17年６月 

当社入社 

理事第二事業部長 

取締役第二事業部長 

取締役第一事業部長 

常務取締役第一事業部長(現) 

37

常務取締役 技術・生産 
部門担当 田 中   稔 昭和19年10月１日生

昭和44年４月 

  

平成６年７月 

平成９年４月 

平成11年７月 

平成12年６月 

平成17年６月 

東洋レーヨン株式会社(現東レ株

式会社)入社 

日本シーカ株式会社入社 

当社入社 

理事開発本部長 

取締役 

常務取締役(現) 

16

常務取締役 
総務人事部・ 
経営財務部・ 
業務管理部担当 

浜 田 和 夫 昭和21年10月10日生

昭和44年４月 

平成13年４月 

同  年６月 

平成15年６月 

平成17年６月 

当社入社 

理事総合支援部長 

取締役総合支援部長 

取締役 

常務取締役(現) 

23

取締役 企画部担当 水 谷 良 明 昭和23年７月28日生

昭和46年４月 

平成９年10月 

  

平成11年６月 

  

同  年10月 

平成16年４月 

東レ株式会社入社 

同社トレロン・ナイロン短繊維事

業部長 

当社入社 

取締役衣料資材事業部長 

取締役第一事業部長 

取締役(現) 

18

取締役 
第二事業部・ 
名古屋支店担当 
第二事業部長 

吉 田 俊 雄 昭和23年５月24日生

昭和46年４月 

平成12年10月 

平成14年７月 

平成16年６月 

平成17年６月 

当社入社 

第二事業部空調資材本部長 

理事第二事業部空調資材本部長 

理事第二事業部長 

取締役第二事業部長(現) 

16



  

(注) １ 常勤監査役萩森昭二および常勤監査役土屋惇は、会社法第2条第16号に定める「社外監査役」であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役   青 柳 良 一 昭和19年４月１日生

昭和42年４月 

  

平成16年４月 

同  年６月 

同  年同月 

平成18年６月 

大日本インキ化学工業株式会社入

社 

同社財務・経理部門担当補佐 

同社取締役 

当社取締役(現) 

大日本インキ化学工業株式会 常

務取締役(現) 

―

取締役   
トーマス・
ザイデル 昭和34年７月22日生

昭和62年９月 
  

平成６年２月 
平成９年１月 

平成13年１月 
  

平成14年１月 
  

同  年６月 

カールフロイデンベルグ社(独国)

入社 

日本ルトラビル株式会社入社 
フロイデンベルグ社(独国)入社 

同社日本・東南アジア地域副代表

(東京) 

同社日本・中国・東南アジア地域

代表(上海)(現) 

当社取締役(現) 

―

取締役   冨 板 和 夫 昭和13年９月５日生 

昭和39年４月 
  

平成９年６月 
平成11年６月 

平成13年６月 
平成14年６月 

平成15年６月 
平成16年６月 

平成18年６月 

東洋レーヨン株式会社(現東レ株

式会社)入社 

同社取締役 
同社常務取締役 

同社専務取締役 
同社代表取締役専務取締役 

同社代表取締役副社長 
当社取締役(現) 

東レ株式会社相談役(現) 

―

常勤監査役   木 村 俊 夫 昭和20年10月30日生 

昭和45年４月 

平成12年７月 

平成14年６月 

当社入社 

理事滋賀工場長 

常勤監査役(現) 

15

常勤監査役   萩 森 昭 二 昭和16年６月24日生 

昭和40年４月 

  

平成２年７月 

  

平成10年６月 

平成12年６月 

平成14年６月 

東洋レーヨン株式会社(現東レ株

式会社)入社 

Toray Fibers(Thailand)Ltd.取締

役 

東レ・デュポン株式会社取締役 

同社常務取締役 

当社常勤監査役(現) 

5

常勤監査役   土 屋  惇 昭和20年10月15日生 

昭和43年４月 

平成２年４月 

平成７年４月 

平成11年４月 

平成14年４月 

平成14年６月 

  

平成17年６月 

第一生命保険相互会社入社 

同社金融法人部長 

同社大阪事業法人部長 

同社東京総合法人第四部長 

同社企画第二部部長 

大日本インキ化学工業(株)常勤監

査役 

当社常勤監査役(現) 

2

計 184 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・カバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、コーポレート・ガバナンスを、変化する社会・経済諸情勢の下で継続的に成長・発展し、株主の利益を最

大化することと捉えており、その充実に向け、重要な意思決定の迅速化、業務執行責任の明確化、コンプライアンス

体制及び内部統制の充実・強化、タイムリーディスクロージャーの推進に取組んでおります。 

  

(2)コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況は以下

のとおりであります。 

① コーポレート・ガバナンス体制 

  

 
  

② 法令違反行為の未然防止 

当社及びグループ会社の役職員が遵守すべき基本精神としての行動規範、及びこれに基づき日常の事業活動

の中での具体的行動を明示した行動基準として「バイリーン行動規範」を平成１５年１月に改訂のうえ説明会

を実施し、関係法規の遵守の徹底をはじめ、環境保全、社会貢献などにも積極的に取組む姿勢を明確にしてお

ります。 

このほかに「ＣＳＲ委員会」を平成１８年４月に設置し、併せて「ＣＳＲ憲章」を定め、企業活動における

法令遵守、公正性、倫理性を確保するための体制を整え、より充実させるよう努めております。また、内部監

査体制として監査部を設置し、当社及びグループ会社の監査を定期的に実施しております。 



③ 取締役会及び監査役会の機能強化 

当社は、昭和３５年に日独合弁会社として設立された当初から、大株主３社より各１名非常勤の取締役の派

遣を受け、意思決定の透明化と監視機能の強化をはかっております。また、取締役会機能を経営の監視に重点

をおくこととし、実質的な執行役員制度として平成元年に理事制度を設け、業務執行の重要問題について常勤

の取締役、理事に加えて監査役が出席する役員会で審議・検討し、意思決定の迅速化を図っております。この

ほかに従来から、複数の常勤監査役が当社およびグループ会社の重要会議に出席することにより意思決定のプ

ロセスを含めて経営の監視をはかっておりますが、平成１５年の定時株主総会において社外監査役を１名増員

し２名とし、現在は３名の監査役全員が常勤監査役として経営の監視機能を担っております。また、当社は平

成１８年４月から取締役等の人事・処遇に関わる透明性を高め、経営機構の一層の活性化をはかるために、人

事委員会を設置しております。 

委員会等設置会社に移行する是非については、今後も重要な課題として継続して検討してまいりますが、当

面、従来の取締役と監査役という枠組みの中でこれまで行ってきた経営機構や制度の改革をさらに進めること

といたします。 

④ ディスクロージャーの充実 

経営の透明性向上の見地から、重要情報の適時開示を積極的に進めており、平成１３年５月より当社のホー

ムページに貸借対照表及び損益計算書を含む決算短信ならびに経営分析資料等を開示しております。さらに、

従来から主にアナリストを対象とした事業説明会を毎年２回実施する等、ディスクロージャーの充実に努めて

おります。 

  

(3)会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係、取引関係の概要 

当社の社外取締役及び社外監査役は当社の大株主３社から派遣を受けており、当社はこれら３社との間で営業取引

があります。いずれの取引も定型的な取引であり、社外取締役及び社外監査役個人が直接利害関係を有するものでは

なく、社外取締役及び社外監査役と当社との取引関係はありません。なお、平成１８年６月２９日開催の第６０回定

時株主総会において、取締役全員の選任を行いましたが、社外取締役としての選任は行っておりません。 

  

(4)会計監査人 

会計監査人には、監査法人トーマツが選任されております。会計監査人である監査法人及び指定社員 業務執行社

員と当社との間には特別の利害関係はありません。当社の会計監査業務を執行した公認会計士は村上眞治、大中康行

の両氏であり、監査業務に係る補助者は、公認会計士８名、会計士補３名であります。監査法人と当社との間では、

商法監査と証券取引法監査について監査契約を締結し、それに基づき報酬を支払っております。 

（会計監査人に対する報酬等の額） 

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」に基づく監査

と証券取引法に基づく監査の監査報酬を区分しておらず、実質的にも区分できないため、③の金額にはこれらの合計額を記

載しております。 

  

① 当社およびグループ会社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額
 

33百万円 

② 

上記①の合計額のうち、公認会計士法（昭和23年法律第103号）第2条第1項の業務 (監

査証明業務）の対価として当社およびグループ会社が会計監査人に支払うべき報酬等の

合計額 

28百万円 

③ 上記②のうち、当社が会計監査人に支払うべき会計監査人としての報酬等の額
 

28百万円 



(5)取締役及び監査役の報酬 

  

(注) １ 社内取締役の報酬には使用人兼務取締役の使用人分給与相当額(10百万円)が含まれております。 

２ 社外取締役２名は無報酬であります。 

  

  

  

  

  

区分 
社内取締役 社外取締役 社内監査役 社外監査役 計 

支給人員 
(名) 

支給額 
(百万円) 

支給人員 
(名) 

支給額 
(百万円) 

支給人員
(名) 

支給額
(百万円)

支給人員
(名) 

支給額
(百万円)

支給人員 
(名) 

支給額
(百万円)

定款又は 

株主総会 

決議に基 

づく報酬 

9 161 ― ― 1 16 3 31 13 209

利益処分 

による役 

員賞与 

8 33 ― ― ― ― ― ― 8 33 

株主総会 

決議に基 

づく退職 

慰労金 

1 24 ― ― ― ― 1 0 2 24 

計 ― 218 ― ― ― 16 ― 31 ― 267



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第２項のただし

書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第２項のただし書き

により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、監

査法人トーマツにより監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     3,517     3,065   

２ 受取手形及び売掛金     13,192     13,612   

３ たな卸資産     5,573     6,086   

４ 繰延税金資産     752     698   

５ その他     2,022     1,348   

６ 貸倒引当金     △50     △57   

流動資産合計     25,007 46.9   24,754 44.7 

Ⅱ 固定資産               

(1) 有形固定資産               

１ 建物及び構築物 ※２ 20,074     20,670     

減価償却累計額   12,527 7,546   12,975 7,694   

２ 機械装置及び運搬具 ※２ 32,471     33,005     

減価償却累計額   27,132 5,339   27,778 5,227   

３ 工具器具及び備品 ※２ 5,303     5,511     

減価償却累計額   4,612 691   4,679 832   

４ 土地 ※２   4,253     4,272   

５ 建設仮勘定     159     446   

有形固定資産合計     17,990 33.7   18,472 33.4 

(2) 無形固定資産               

１ ソフトウェア     439     472   

２ その他     76     69   

無形固定資産合計     516 1.0   541 1.0 

(3) 投資その他の資産               

１ 投資有価証券 ※１   4,883     6,136   

２ 繰延税金資産     1,706     1,552   

３ その他 ※１   3,306     3,947   

４ 貸倒引当金     △83     △66   

投資その他の資産合計     9,813 18.4   11,569 20.9 

固定資産合計     28,320 53.1   30,583 55.3 

資産合計     53,328 100.0   55,338 100.0 

      



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形及び買掛金     6,172     6,022   

２ 短期借入金     5,308     4,001   

３ １年以内返済予定の 
  長期借入金 

※２  178 392  

４ 未払金     1,240     1,207   

５ 未払法人税等     564     490   

６ 賞与引当金     986     1,060   

７ 設備関係支払手形     134     153   

８ その他     1,176     1,521   

流動負債合計     15,761 29.6   14,849 26.8 

Ⅱ 固定負債               

１ 長期借入金 ※２   2,633     2,430   

２ 繰延税金負債     258     444   

３ 退職給付引当金     4,068     3,634   

４ 役員退職慰労引当金     281     56   

５ その他     506     896   

固定負債合計     7,748 14.5   7,461 13.5 

負債合計     23,510 44.1   22,310 40.3 

(少数株主持分)               

少数株主持分     263 0.5   288 0.5 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※６   9,816 18.4   9,816 17.7 

Ⅱ 資本剰余金     7,413 13.9   7,496 13.5 

Ⅲ 利益剰余金     13,667 25.6   15,521 28.1 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     131 0.2   202 0.4 

Ⅴ 為替換算調整勘定     △1,402 △2.6   △206 △0.4 

Ⅵ 自己株式 ※７   △71 △0.1   △91 △0.1 

資本合計     29,554 55.4   32,738 59.2 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 53,328 100.0 55,338 100.0

      



② 【連結損益計算書】 

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     49,364 100.0   51,864 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１   37,680 76.3   39,860 76.9 

売上総利益     11,683 23.7   12,004 23.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１ 荷造費・運賃   1,196     1,228     

２ 給料手当・賞与   2,521     2,587     

３ 賞与引当金繰入額   300     358     

４ 退職給付費用   418     231     
５ 役員退職慰労引当金 
  繰入額 

51 53    

６ 福利厚生費   417     445     

７ 減価償却費   308     300     

８ 賃借料   633     593     

９ 研究開発費 ※１ 799     786     

10 その他   2,276 8,924 18.1 2,307 8,893 17.1 

営業利益     2,758 5.6   3,110 6.0 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   25     22     

２ 受取配当金   46     17     

３ 受取賃貸料   7     6     

４ 持分法による投資利益   793     833     

５ 為替差益   20     107     

６ その他   113 1,005 2.0 105 1,092 2.1 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   156     129     

２ たな卸資産棄却損   59     28     

３ その他   47 264 0.5 37 195 0.4 

経常利益     3,500 7.1   4,007 7.7 

Ⅵ 特別利益               

１ 貸倒引当金戻入益   6     8     

２ 固定資産売却益 ※２ 12     2     

３ 投資有価証券売却益   79     73     

４ 前期損益修正益   13     －     

５ その他   1 113 0.2 8 92 0.2 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産処分損 ※３ 174     －     

２ 固定資産除却損   －     159     

３ 減損損失 ※４ －     109     

４ 合弁事業解消損   130     －     

５ その他   10 315 0.6 4 274 0.5 

税金等調整前当期純利益     3,298 6.7   3,825 7.4 
法人税、住民税及び 
事業税 

777 956    

法人税等調整額   120 897 1.9 341 1,297 2.5 

少数株主利益     21 0.0   33 0.1 

当期純利益     2,379 4.8   2,494 4.8 

      



  ③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     7,410   7,413 

Ⅱ 資本剰余金増加高           

１ 自己株式処分差益   2   0   

２ 合併による資本剰余金増加高   － 2 83 83 

Ⅲ 資本剰余金期末残高     7,413   7,496 

            

(利益剰余金の部)           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     11,896   13,667 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

１ 当期純利益   2,379 2,379 2,494 2,494 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

１ 配当金   582   519   

２ 役員賞与   26   37   

  (うち監査役賞与)   （－）   （－）   

３ 合併による利益剰余金減少高   － 609 83 640 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     13,667   15,521 

   



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税金等調整前当期純利益   3,298 3,825 

減価償却費   2,001 1,913 

減損損失   － 109 

貸倒引当金の増減額（減少：△）   △61 △11 

賞与引当金の増減額（減少：△）   226 74 

退職給付引当金の増減額（減少：△）   △23 △434 

役員退職慰労引当金の増減額（減少：△）   57 △224 

固定資産売却損益・除却損（益：△）   161 157 

投資有価証券売却損益・評価損（益：△)   △79 △71 

合弁事業解消損   130 － 

受取利息及び配当金   △71 △39 

支払利息   156 129 
持分法による投資利益 
(受取配当金相殺後・益：△) 

△393 △594 

売上債権の増減額（増加：△）   △991 △298 

たな卸資産の増減額（増加：△）   △262 △457 

仕入債務の増減額（減少：△）   1,012 △230 

その他   △857 685 

小計   4,305 4,531 

利息及び配当金の受取額   88 39 

利息の支払額   △151 △132 

法人税等の支払額   △173 △1,024 

営業活動によるキャッシュ・フロー   4,068 3,414 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

定期預金の預入による支出   △0 △0 

有形固定資産の取得による支出   △2,192 △1,985 

有形固定資産の売却による収入   273 11 

無形固定資産の取得による支出   △108 △175 

投資有価証券の取得による支出   △21 △35 

投資有価証券の売却による収入   166 119 

貸付けによる支出   △18 － 

貸付金の回収による収入   92 79 

その他   34 △24 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,772 △2,009 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

短期借入金純減少額   △2,021 △1,351 

長期借入れによる収入   216 140 

長期借入金の返済による支出   △118 △186 

自己株式取得による支出   △22 △32 
自己株式処分(ストックオプション権利行
使)による収入 

99 12 

配当金の支払額   △582 △519 

少数株主への配当金の支払額   △10 △5 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △2,438 △1,942 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △11 85 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △153 △451 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   3,648 3,494 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額   0 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高   3,494 3,042 
    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

Ⅰ 連結会計方針に関する記載事項 

 (1) 連結の範囲に関する事項 

連結子会社は17社であり、非連結子会社はありま

せん。 

国内連結子会社であるファッションマテリアルズ

株式会社は平成17年3月28日に清算を結了したた

め、連結子会社数には含めておりませんが、清算

日までの損益計算書のみを連結しております。 

従来より非連結子会社の範囲に含まれておりま

す、海外子会社であるジャパンバイリーン（ホン

コン）リミテッドは重要性が増したことから、当

連結会計年度から連結子会社数に含めておりま

す。 

天津バイアムオートモーティブプロダクツカンパ

ニーリミテッドは当連結会計年度において新たに

設立したことにより、連結子会社の範囲に含めて

おります。 

海外子会社であるバイリーンインダストリーコリ

アインコーポレーテッドは当連結会計年度中に清

算を結了したため、非連結子会社数より除外して

おります。 

   連結子会社名は、「第１企業の概況」の４関係会

社の状況に記載しているため省略しております。 

    

Ⅰ 連結会計方針に関する記載事項 

 (1) 連結の範囲に関する事項 

連結子会社は15社であり、非連結子会社はありま

せん。 

国内連結子会社である株式会社バイリーンメディ

カルは平成17年9月14日に清算を結了したため、

連結子会社数には含めておりませんが、清算日ま

での損益計算書のみを連結しております。また、

東京加工技研株式会社は平成17年10月1日に当社

と簡易合併をしたため、連結子会社数には含めて

おりませんが、合併日前日までの損益計算書のみ

を連結しております。 

連結子会社名は、「第１企業の概況」の４関係会

社の状況に記載しているため省略しております。 

  

 (2) 持分法の適用に関する事項 

関連会社11社のうちフロイデンベルグ＆バイリー

ンノンウーブンズ(タイワン)カンパニーリミテッ

ド他7社に対する投資について持分法を適用して

おります。 

フロイデンベルグ&バイリーンフィルタ（チャン

チュン）カンパニーリミテッドは当連結会計年度

において持分法適用関連会社であるフロイデンベ

ルグ&バイリーンノンウーブンズ(スーチョウ)カ

ンパニーリミテッドの70％の出資で新たに設立し

たことにより、持分法の適用範囲に含めておりま

す。 

   また、関連会社フィレドンサービス㈱他２社は、

連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても重要性がないため

持分法は適用しておりません。 

 (2) 持分法の適用に関する事項 

関連会社12社のうちフロイデンベルグ＆バイリー

ンインターナショナルリミテッド他8社に対する

投資について持分法を適用しております。 

フロイデンベルグ＆バイリーンインターライニン

グ（ナントン）カンパニーリミテッドは当連結会

計年度において持分法適用関連会社であるフロイ

デンベルグ＆バイリーンインターナショナルリミ

テッドが新たに100％出資によって子会社化した

ことにより、持分法の適用範囲に含めておりま

す。 

また、関連会社フィレドンサービス㈱他２社は、

連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても重要性がないため

持分法は適用しておりません。 

 (3) 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社11社の決算日は３月31日であり、バイ

アムホールディングインコーポレーテッド、バイ

アムマニファクチュアリングインコーポレーテッ

ド及びバイアムマネジメント(CA)インコーポレー

テッド他3社の決算日は12月31日であります。 

連結財務諸表の作成にあたっては、当該財務諸表

を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については必要な調整を行っております。 

 (3) 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社９社の決算日は３月31日であり、バイ

アムホールディングインコーポレーテッド、バイ

アムマニファクチュアリングインコーポレーテッ

ド及びバイアムマネジメント(CA)インコーポレー

テッド他3社の決算日は12月31日であります。 

連結財務諸表の作成にあたっては、当該財務諸表

を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については必要な調整を行っております。 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(4) 会計処理基準に関する事項 

  １ 重要な資産の評価基準及び評価方法 

   ① 有価証券 

     その他有価証券 

      時価のあるもの……決算期末日の市場価格

等に基づく時価法(評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定)によっております。 

      時価のないもの……主に移動平均法による

原価法によっております。 

(4) 会計処理基準に関する事項 

  １ 重要な資産の評価基準及び評価方法 

   ① 有価証券 

     その他有価証券 

同左 

   ② デリバティブ取引 

      時価法によっております。 

   ② デリバティブ取引 

同左 

   ③ たな卸資産 

     当社は総平均法による原価法、連結子会社は

主として最終仕入原価法によっております。 

   ③ たな卸資産 

当社は総平均法による原価法、連結子会社は

主として最終仕入原価法による原価法によっ

ております。 

  ２ 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

    有形固定資産 

    当社は建物(附属設備を除く)は定額法、その他

の有形固定資産は定率法によっております。ま

た、国内連結子会社は主に定率法によっており

ますが、平成10年４月１日以降に取得した建物

(附属設備を除く)については定額法を採用して

おります。在外連結子会社は定額法及び加速度

償却法を採用しております。主な耐用年数は、

建物38年～50年、機械装置９年であります。 

  ２ 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

    有形固定資産 

同左 

    無形固定資産 

    当社及び国内連結子会社は定額法を採用してお

ります。なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における見込み利用可能期間(５年)

による定額法によっております。 

    無形固定資産 

同左 

  ３ 重要な引当金の計上基準 

    貸倒引当金：債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に債権の回

収可能性を検討して回収不能見込

額を計上しております。 

  ３ 重要な引当金の計上基準 

    貸倒引当金：当社及び連結子会社は債権の貸倒

れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に債権の回収可能性

を検討して回収不能見込額を計上

しております。 

    賞与引当金：従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため支給見込額により

計上しております。 

    賞与引当金：当社及び国内連結子会社は従業員

に対して支給する賞与の支出に充

てるため支給見込額により計上し

ております。 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

    退職給付引当金：従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上してお

ります。 

            過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により費用処理して

おります。 

            数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理しております。 

    退職給付引当金：当社及び国内連結子会社は従

業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上してお

ります。 

            過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により費用処理して

おります。 

            数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理しております。 

役員退職慰労引

当金 

：当社及び子会社の一部は、役

員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末支

給見込額の100％を計上して

おります。 

役員退職慰労引

当金 

：子会社の一部は役員の退職

慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく当連結会

計年度末支給見込額の100％

を計上しております。 

（追加情報） 

当社は、役員の報酬制度改

正の一環として、平成17年6

月29日開催の第59回定時株

主総会において役員退職金

制度を廃止するとともに、

重任する役員に対しては当

該総会までの期間に対応す

る役員退職金を当該重任役

員の退任時に支給すること

が承認されました。これに

伴い、当該総会までの期間

に対応する重任役員の退職

金相当額については長期未

払金として固定負債「その

他」に振替えております。 

  ４ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

なお、在外子会社等の資産及び負債は連結会計

年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用並びにキャッシュ・フローは期中

平均相場により円貨に換算し、換算差額は資本

の部における為替換算調整勘定に含めておりま

す。 

  

  ４ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

なお、在外子会社等の資産及び負債は決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費

用並びにキャッシュ・フローは期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は資本の部におけ

る為替換算調整勘定に含めております。 

  ５ 重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

  ５ 重要なリース取引の処理方法 

同左 



  

  
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ６ 重要なヘッジ会計の方法 

   ・ヘッジ会計の方法 

    原則として繰延ヘッジ処理によっております。

なお、特例処理の用件を満たしている金利スワ

ップについては特例処理を採用しております。 

   ・ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段：金利スワップ 

    ヘッジ対象：借入金 

   ・ヘッジ方針 

    借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利

スワップを行っており、ヘッジ対象の識別は個

別契約ごとに行っております。 

   ・ヘッジ有効性評価の方法 

    ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又

は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー

変動の累計又は相場変動を半期毎に比較し、両

者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評

価しております。ただし、特例処理によってい

る金利スワップについては、有効性の評価を省

略しております。 

  ６ 重要なヘッジ会計の方法 

   ・ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

   ・ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

   ・ヘッジ方針 

同左 

  

  

   ・ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  ７ その他連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項 

   ①消費税等の会計処理 

    国内連結会社は、税抜方式によっております。 

②連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用しております。 

  ７ その他連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項 

   ①消費税等の会計処理 

           同左 

②連結納税制度の適用 

           同左 

 (5) 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   連結子会社の資産及び負債の評価については、全

面時価評価法を採用しております。 

 (5) 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

 (6) 連結調整勘定の償却に関する事項 

   連結調整勘定の償却については、原則として５年

間の均等償却を行っております。 

 (6) 連結調整勘定の償却に関する事項 

同左 

 (7) 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

   連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい

て連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて

作成しております。 

 (7) 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

同左 

 (8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲 

   連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

 (8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲 

同左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

会計処理の変更 

①売上の計上基準 

従来、受取ロイヤルティ及び受取販売コミッション

については、「営業外収益」に計上しておりました

が、当連結会計年度より、「売上高」に含めて計上

することに変更しております。 

この変更は、当該収入が当社グループの営業活動の

成果であり、また、積極的な海外展開により金額的

に重要性が高まったことから、損益をより明確に区

分表示するために行ったものであります。この結

果、従来の方法によった場合に比べ、「売上高」及

び「営業利益」は172百万円増加し、「営業外収

益」は同額減少しましたが、「経常利益」及び「税

金等調整前当期純利益」は影響ありません。 

なお、セグメント情報に与える影響は「所在地別セ

グメント情報」の(注)２及び「海外売上高」の(注)

３に記載しております。 

②外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

従来、在外連結子会社の財務諸表項目のうち、収

益及び費用並びにキャッシュ・フローの換算方法

を連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に

換算しておりましたが、当連結会計年度より期中

平均相場による方法に変更しております。 

この変更は、在外連結子会社等の重要性の増加及

び四半期業績の報告の必要性に伴い、収益及び費

用の各項目が連結会計年度を通じて発生する在外

連結子会社等の業績を、より正確に連結財務諸表

に反映させるために行ったものであります。 

この結果、従来の方法によった場合に比べ「売上

高」は231百万円、「営業利益」は19百万円、「経

常利益」は29百万円、「税金等調整前当期純利

益」は29百万円それぞれ増加しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は「所在地別

セグメント情報」の(注)３及び「海外売上高」の

(注)４に記載しております。 

会計処理の変更 

―――――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

―――――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基

準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成14年8月9日)）お

よび「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第6号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税金等調整前当期

純利益は109百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除して

おります。 

  



(表示方法の変更) 

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（連結貸借対照表関係） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年6

月9日法律第97号）により、前連結会計年度まで「投資

その他の資産」の「その他」に計上しておりました投資

事業組合等への出資金（282百万円）は、当連結会計年

度より「投資有価証券」に含めて表示しております。 

  

 前連結会計年度において、流動負債の「その他」に含

めていた「未払金」は当連結会計年度より区分掲記する

ことといたしました。なお、前連結会計年度の流動負債

の「その他」に含まれる「未払金」は1,214百万円であ

ります。 

_＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度において、特別損失の「固定資産処分

損」に含めていた「固定資産除却損」は当連結会計年

度より区分掲記することといたしました。なお、前連

結会計年度の特別損失の「固定資産処分損」に含まれ

る「固定資産除却損」は150百万円であります。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

※１ 非連結子会社及び関連会社に係る注記 

   各科目に含まれている非連結子会社及び関連会社

に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券(株式) 3,966百万円

投資その他の資産   

その他(出資金)  1,114  〃 

※１ 非連結子会社及び関連会社に係る注記 

   各科目に含まれている非連結子会社及び関連会社

に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券(株式) 5,111百万円

投資その他の資産   

その他(出資金) 1,391 〃 

※２ 担保に供している資産及びその対応債務 

   上記物件については工場財団を組成し、長期借入

金300百万円及び１年以内返済予定の長期借入金 

80百万円の担保に供しております。 

建物及び構築物 3,619百万円(帳簿価額)

機械装置及び運搬具 2,224百万円(  〃  )

土地 207百万円(  〃  )

工具器具及び備品 311百万円(  〃  )

   計 6,362百万円(  〃  )

※２ 担保に供している資産及びその対応債務 

   上記物件については工場財団を組成し、長期借入

金220百万円及び１年以内返済予定の長期借入金 

80百万円の担保に供しております。 

建物及び構築物 3,567百万円(帳簿価額)

機械装置及び運搬具 2,157百万円(  〃  )

土地 207百万円(  〃  )

工具器具及び備品 354百万円(  〃  )

   計 6,287百万円(  〃  )

 ３① 保証債務 

   1) ㈱オートマジカ 

     332百万円(借入金) 

     (注)当社のほか２社で連帯保証を行なってお

ります。 

  

  

  

   2) コリアバイリーンカンパニーリミテッド 

     318百万円(Won 3,000,000,000)(借入金) 

   3) 当社従業員 

     5百万円(借入金) 

   4) フロイデンベルグ&バイリーンノンウーブン 

ズ（スーチョウ）カンパニーリミテッド 

289百万円(US＄ 2,700,000) 

(借入金、仕入債務) 

 ３① 保証債務 

   1) ㈱オートマジカ 

     83百万円(借入金) 

     (注)当社のほか２社で連帯保証を行なってお

ります。なお、連帯債務者２社との間の

平成17年３月31日付合弁解消契約書によ

り実質的に当社の債務負担が発生する可

能性は低いと考えております。 

   2) ――――――― 

  

   3) 当社従業員 

     4百万円(借入金) 

   4) ――――――― 

  ② 保証予約 

   1) フロイデンベルグ&バイリーンインターナシ

ョナルリミテッド 

     34百万円(HK＄ 2,500,936.03)(借入金) 

  

  ② 保証予約 

   1) フロイデンベルグ＆バイリーンインターナシ

ョナルリミテッド 

     10百万円(HK＄45,000,000)(借入金) 

   2) フロイデンベルグ＆バイリーンノンウーブン

ズ（スーチョウ）カンパニーリミテッド 

     704百万円(US＄6,500,000)(借入金) 

 ４ 受取手形裏書譲渡高            83百万円 

 ５ 輸出手形割引高             ― 

 ４ 受取手形裏書譲渡高         86百万円 

 ５ 輸出手形割引高           39百万円 

※６ 当社の発行済株総数は、普通株式65,140,945株で

あります。 

※６ 当社の発行済株総数は、普通株式65,140,945株で

あります。 

※７ 連結会社、持分法を適用した非連結子会社及び関

連会社が保有する自己株式の数は普通株式       

209,396株であります。 

※７ 連結会社、持分法を適用した非連結子会社及び関

連会社が保有する自己株式の数は普通株式

   209,637株であります。 



(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は1,709百万円であります。 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は1,729百万円であります。 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

  

  

機械装置及び運搬具 12百万円

  計 12 〃 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 0百万円

土地 2 〃 

  計 2 〃 

※３ 固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 6百万円

機械装置及び運搬具 116 〃 

土地 8 〃 

その他 43 〃 

  計 174 〃 

※３ ―――――――――――――― 

  ※４ 減損損失 

当社グループは以下の資産グループについて減損

損失を計上しております。 

  

当社グループは事業用資産については、製品分野

別にグルーピングし、将来使用が見込まれない資

産及び売却予定資産については、個別の資産グル

ープとしております。 

上記資産については、市場価格が著しく下落して

いることから、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上

しております。その内訳は建物 62百万円、土地

47百万円です。 

なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味

売却価額により測定しており、固定資産税評価額

等に基づき評価しております。 

  

場所 用途 種類 

長野県 

佐久穂町 
売却予定資産 土地・建物 

福岡県 

粕谷町 
売却予定資産 土地・建物 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 3,517百万円

預入れ期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

△23百万円

現金及び現金同等物 3,494百万円

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 3,065百万円

預入れ期間が３ヶ月を超える
定期預金 

△23百万円

現金及び現金同等物 3,042百万円



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

 取得価額相当額の算定は、固定資産の期末残高等に占

める未経過リース料期末残高の割合が低いため、連結

財務諸表規則第15条の３において準用する財務諸表等

規則第８条の６第２項の規定に基づき、支払利子込み

法によっております。 

  
建物及び 
構築物 

(百万円) 

  

機械装置 
及び 
運搬具 
(百万円) 

  

その他 
(工具器具
備品他) 
(百万円) 

  

  
合計 
  

(百万円)
取得価額 
相当額 

7  57  255  320

減価償却累 
計額相当額 

7  37  190  235

期末残高 
相当額 

0  19  64  84

 取得価額相当額の算定は、固定資産の期末残高等に占

める未経過リース料期末残高の割合が低いため、連結

財務諸表規則第15条の３において準用する財務諸表等

規則第８条の６第２項の規定に基づき、支払利子込み

法によっております。 

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円) 

その他 
(工具器具 
備品他) 
(百万円) 

  

  
合計 
  

(百万円) 
取得価額
相当額 

107 129  237 

減価償却累

計額相当額 
48 101  150 

期末残高
相当額 

59 27  87 

② 未経過リース料期末残高相当額 

 未経過リース料期末残高相当額は、固定資産の期末残

高等に占めるその割合が低いため、連結財務諸表規則

第15条の３において準用する財務諸表等規則第８条の

６第２項の規定に基づき、支払利子込み法によってお

ります。 

１年内 52百万円

１年超 32 〃 

  合計 84 〃 

② 未経過リース料期末残高相当額 

 未経過リース料期末残高相当額は、固定資産の期末残

高等に占めるその割合が低いため、連結財務諸表規則

第15条の３において準用する財務諸表等規則第８条の

６第２項の規定に基づき、支払利子込み法によってお

ります。 

１年内 28百万円

１年超 58 〃 

  合計 87 〃 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 84百万円

減価償却費相当額 84 〃 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 55百万円

減価償却費相当額 55 〃 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

  

１年内 20百万円

１年超 37 〃 

  合計 58 〃 

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 47百万円

１年超 100 〃 

  合計 148 〃 



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

区分 

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えているもの) 

 

 (1) 株式 435 678 242 

   小計 435 678 242 

(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えていないもの) 

 

 (1) 株式 6 6 △ 0 

   小計 6 6 △ 0 

合計 442 685 242 

売却額 
(百万円) 

売却益の合計額
(百万円) 

売却損の合計
(百万円) 

140 79 0 

種類 
連結貸借対照表計上額(百万円)

(平成17年３月31日) 

その他有価証券   

 非上場株式 231 



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

区分 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えているもの) 

 

 (1) 株式 439 793 354 

   小計 439 793 354 

(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えていないもの) 

 

 (1) 株式 － － － 

   小計 － － － 

合計 439 793 354 

売却額 
(百万円) 

売却益の合計額
(百万円) 

売却損の合計
(百万円) 

119 73 1 

種類 
連結貸借対照表計上額(百万円)

(平成18年３月31日) 

その他有価証券   

 非上場株式 231 



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

① 取引の内容 

 当社はデリバティブ関連の取引として、為替予約取

引、金利スワップ取引を行っております。 

① 取引の内容 

同左 

② 取引に対する取組方針及び利用目的 

 為替予約取引としては、基本的に外貨建債権債務に係

る為替変動リスクを回避する目的で行っており、一年

を超える為替予約は行っておりません。 

 金利スワップ取引は、当社の借入金に係る調達コスト

削減及び金利リスクヘッジのために行っております。 

 なお、投機的な取引及び短期的な売買益を得る取引の

利用は行っておりません。 

② 取引に対する取組方針及び利用目的 

同左 

③ 取引に係るリスクの内容 

 為替予約取引においては、為替市場の変動によるリス

クを擁しております。 

 金利スワップ取引については、金利市場の変動による

リスクを擁しております。しかし、全ての取引はヘッ

ジ目的で行っており、当該取引の評価損はヘッジ対象

のオンバランス取引の評価益と相殺されます。 

 また、当社は時価の変動率が大きく、経営に重大な影

響を及ぼすような取引は行っておりません。 

 なお、両取引とも信用リスクを回避するため、主要取

引金融機関とのみ取引を行っております。 

③ 取引に係るリスクの内容 

同左 

④ 取引に係るリスク管理体制 

 為替予約取引は、担当部署からの依頼に基づいて総合

支援部財務担当にて行っており、金利スワップ取引

は、総合支援部財務担当で行っております。 

④ 取引に係るリスク管理体制 

 為替予約取引は、担当部署からの依頼に基づいて経営

財務部財務担当にて行っており、金利スワップ取引

は、経営財務部財務担当で行っております。 

⑤ 取引の時価等に関する事項の補足説明 

 ヘッジ会計の要件を満たしていないデリバティブ取引

については、時価をもって貸借対照表価額とし、評価

差額は営業外損益として処理しております。 

⑤ 取引の時価等に関する事項の補足説明 

同左 



２ 取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除い

ております。 

  

当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除い

ております。 

  

  



(退職給付関係) 

  

  

次へ 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として

厚生年金基金制度、適格退職年金制度、中小退職金共

済制度及び退職一時金制度を設けております。 

 また、在外連結子会社は、確定拠出型制度を設けてお

ります。 

 なお、当社は平成17年2月2日付で「ポイント制キャッ

シュバランスプラン型（市場金利連動型年金）」の退

職金・年金制度に移行する改訂を決定し、平成17年4

月1日より実施することにしております。 

  

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として

企業年金基金制度、適格退職年金制度、中小退職金共

済制度及び退職一時金制度を設けております。 

 また、在外連結子会社は、確定拠出型制度を設けてお

ります。 

 当社はポイント制キャッシュバランスプラン型(市場

金利連動型年金)の大日本インキ企業年金基金に加入

しております。 

２ 退職給付債務の内容 

 (1) 退職給付債務及びその内訳 

  
(注) 退職給付制度の金額算出方法等の制度改訂を

行ったため、過去勤務債務(債務の減額)が発

生しております。 

  

退職給付債務 △15,430百万円

年金資産 9,898百万円

未積立退職給付債務 △5,531百万円

未認識数理計算上の差異 3,271百万円

未認識過去勤務債務 △1,808百万円

退職給付引当金 △4,068百万円

２ 退職給付債務の内容 

 (1) 退職給付債務及びその内訳 

  
  

  

退職給付債務 △15,554百万円

年金資産 11,374百万円

未積立退職給付債務 △4,179百万円

未認識数理計算上の差異 1,966百万円

未認識過去勤務債務 △1,421百万円

退職給付引当金 △3,634百万円

 (2) 退職給付費用の内訳 

  
(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、勤務費用に含めております。 

  

勤務費用 747百万円

利息費用 392百万円

期待運用収益 △345百万円

数理計算上の差異の 
費用処理金額 

291百万円

過去勤務債務の処理金額 △127百万円

退職給付費用 958百万円

 (2) 退職給付費用の内訳 

  
(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、勤務費用に含めております。 

  

勤務費用 610百万円

利息費用 301百万円

期待運用収益 △296百万円

数理計算上の差異の
費用処理金額 

413百万円

過去勤務債務の処理金額 △387百万円

退職給付費用 641百万円

 (3) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  イ 退職給付見込額の期間処理方法 

    「期間定額基準」により配分しております。 

ロ 割引率 2.0％

ハ 期待運用収益率 4.0％

ニ 数理計算上の差異の処理年数 10年

ホ 過去勤務債務の処理年数 ５年

 (3) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  イ 退職給付見込額の期間処理方法 

    「期間定額基準」により配分しております。 

ロ 割引率 2.0％

ハ 期待運用収益率 3.0％

ニ 数理計算上の差異の処理年数 10年

ホ 過去勤務債務の処理年数 ５年



(税効果会計関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

 繰延税金資産  

  賞与引当金否認額 400百万円

  退職給付引当金否認額 1,635百万円

  投資有価証券評価損 192百万円

  有形固定資産評価損 9百万円

  会員権評価損 35百万円

  繰越欠損金 148百万円

  その他 505百万円

 繰延税金資産小計 2,927百万円

  評価性引当額 △150百万円

 繰延税金資産合計 2,777百万円

 繰延税金負債  

    その他有価証券評価差額金 △89百万円

  土地評価差額 △300百万円

  その他 △186百万円

 繰延税金負債合計 △576百万円

 繰延税金資産の純額 2,200百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 繰延税金資産  

  賞与引当金否認額 430百万円

  退職給付引当金否認額 1,465百万円

  投資有価証券評価損 144百万円

  有形固定資産評価損 53百万円

  会員権評価損 29百万円

  繰越欠損金 20百万円

  その他 509百万円

 繰延税金資産小計 2,653百万円

  評価性引当額 △191百万円

 繰延税金資産合計 2,461百万円

 繰延税金負債  

    その他有価証券評価差額金 △137百万円

  土地評価差額 △300百万円

  その他 △217百万円

 繰延税金負債合計 △655百万円

 繰延税金資産の純額 1,806百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

 法定実効税率 40.5％

  (調整)  

   交際費等永久に損金に算入されない 
   項目 

1.6％

   子会社清算による欠損金認容 △7.4％

   持分法による投資損益 △4.7％

   更正税額 1.6％

   住民税均等割 0.6％

      外国税額控除 △4.0％

   その他 △1.0％

   税効果適用後の法人税等の負担率 27.2％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

 法定実効税率 40.5％

  (調整)  

  交際費等永久に損金に算入されない 
   項目 

1.3％

   評価性引当額 1.4％

   子会社清算による欠損金認容 △0.7％

   持分法による投資損益 △5.5％

   住民税均等割 0.5％

      外国税額控除 △3.4％

   その他 △0.2％

   税効果適用後の法人税等の負担率 33.9％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社及び連結子会社は、不織布製品・その付属品等の製造、加工、販売の事業を行っております。当連結会計

年度については、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額に占める「不織布関連

事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社及び連結子会社は、不織布製品・その付属品等の製造、加工、販売の事業を行っております。当連結会計

年度については、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額に占める「不織布関連

事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

  



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) 1 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

・国又は地域の区分の方法……地理的近接度によっております。 

・各区分に属する主な国又は地域……北米：米国 

２ 会計処理方法の変更に記載のとおり、当連結会計年度より受取ロイヤルティ及び受取販売コミッションは「営業外収益」

より「売上高」に計上を変更しております。この方法の変更により、従来の方法に比べ「日本」の売上高及び営業利益が

172百万円それぞれ増加しております。 

３ 会計処理方法の変更に記載のとおり、当連結会計年度より在外子会社の収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算す

る方法に変更しております。この方法の変更により、「北米」の売上高が251百万円、営業費用が232百万円、営業利益が

19百万円増加しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

・国又は地域の区分の方法……地理的近接度によっております。 

・各区分に属する主な国又は地域……北 米：米国 

                     アジア：中国 

  

  
日本 
(百万円) 

北米
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

  売上高           

 (1) 外部顧客に対する売上高 43,079 6,284 49,364   49,364 

 (2) セグメント間の 
   内部売上高 

142 495 638 (638) －

計 43,222 6,780 50,002 (638) 49,364 

  営業費用 40,968 6,258 47,226 (621) 46,605 

  営業利益 2,253 521 2,775 (16) 2,758 

Ⅱ 資産 49,328 4,146 53,475 (146) 53,328 

  
日本 
(百万円) 

北米
(百万円) 

アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

  売上高             

(1)外部顧客に対する売上高 43,487 8,376 0 51,864   51,864 

(2)セグメント間の 
  内部売上高 

169 402 189 760 (760) －

計 43,656 8,778 190 52,625 (760) 51,864 

  営業費用 41,312 7,934 278 49,526 (772) 48,754 

  営業利益又は営業損失(△) 2,343 844 △88 3,099 11 3,110 

Ⅱ 資産 48,808 5,676 1,074 55,560 (222) 55,338 



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域……アジア：香港、台湾、韓国他 

                   北米：米国、カナダ 

                   その他の地域：オーストラリア、ドイツ他 

３ 会計処理方法の変更に記載のとおり、当連結会計年度より受取ロイヤルティ及び受取販売コミッションは「営業外収益」

より「売上高」に計上を変更しております。この方法の変更により、従来の方法に比べ「アジア」の売上高が144百万

円、「北米」の売上高が21百万円、「その他の地域」の売上高が6百万円増加しております。 

４ 会計処理方法の変更に記載のとおり、当連結会計年度より在外子会社の収益及び費用は期中平均相場より円貨に換算する

方法に変更しております。この方法の変更により「北米」の売上高が231百万円増加しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域……アジア：中国、香港、台湾、韓国他 

                   北 米：米国、カナダ 

                   その他の地域：オーストラリア、ドイツ他 

  

  アジア 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 5,525 6,674 567 12,766 

Ⅱ 連結売上高(百万円)       49,364 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

11.2 13.5 1.1 25.9

  アジア 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 5,506 8,477 351 14,335 

Ⅱ 連結売上高(百万円)       51,864 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

10.6 16.3 0.7 27.6



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

子会社等 

  

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) コリアバイリーンカンパニーリミテッドは銀行借入(Won 3,000,000,000 短期借入金)に債務保証を行ったもので

あります。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

子会社等 

  

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) フロイデンベルグ＆バイリーンノンウーブンズ(スーチョウ)カンパニーリミテッドは銀行借入(US$ 6,500,000 短

期借入金)に保証予約を行ったものであります。 

  

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又
は出資金

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
事業上
の関係 

関連 
会社 

コリアバ
イリーン
カンパニ
ーリミテ
ッド 

Pyungteak, 
Korea 

30,000
百万WON

不織布製品 
の製造販売 

直接 45％ 兼任２名
当社製品
の販売 

債務保証 318 － － 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
事業上
の関係 

関連 
会社 

フロイデンベ
ルグ＆バイリ
ーンノンウー
ブンズ（スー
チョウ）カン
パニーリミテ
ッド 

Suzhou, 
China 

13,940 
千US$ 

不織布製品 
の製造販売 

直接 50％ 兼任２名
当社製品
の販売 

保証予約 704 － － 



(１株当たり情報) 

  

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 454円57銭 １株当たり純資産額 503円48銭 

１株当たり当期純利益 36円13銭 １株当たり当期純利益 37円70銭 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

36円09銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

37円67銭 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

連結損益計算書上の当期純利益 2,379百万円 2,494百万円 

普通株式に係る当期純利益 2,341百万円 2,448百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳     

 利益処分による役員賞与金 38百万円 46百万円 

普通株主に帰属しない金額 38百万円 46百万円 

普通株式の期中平均株式数 64,801,760株 64,934,801株 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に
用いられた当期純利益調整額の主な内訳 

－ － 

当期純利益調整額 － － 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数の主な内訳 

    

自己株式取得方式のストックオプション 
新株予約権方式のストックオプション 

73,507株 

－ 

34,606株 

11,827株 

普通株式増加数 73,507株 46,433株 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜
在株式の概要 

－ － 



(重要な後発事象) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

    



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 5,308 4,001 1.08 － 

１年以内返済予定の長期借入金 178 392 4.61 － 

長期借入金(１年以内に返済予
定のものを除く。) 

2,633 2,430 1.45 平成19年～平成22年

合計 8,120 6,824 － － 

  
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 2,204 156 66 3 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     2,482     1,815   

２ 受取手形 ※2,5   1,960     2,352   

３ 売掛金 ※２   9,448     8,929   

４ 商品     807     883   

５ 製品     2,603     2,744   

６ 原材料     551     625   

７ 仕掛品     378     342   

８ 貯蔵品     245     252   

９ 前渡金     4     11   

10 前払費用     105     93   

11 繰延税金資産     467     464   

12 関係会社短期貸付金     829     652   

13 未収入金 ※２   2,118     1,707   

14 その他     128     37   

15 貸倒引当金     △177     △82   

流動資産合計     21,956 45.6   20,830 44.6 

Ⅱ 固定資産               

(1) 有形固定資産               

１ 建物 ※３ 15,344     15,450     

減価償却累計額   9,719 5,624   10,007 5,443   

２ 構築物 ※３ 1,191     1,225     

減価償却累計額   960 231   986 238   

３ 機械及び装置 ※３ 25,680     26,132     

減価償却累計額   21,857 3,823   22,530 3,602   

４ 車両及び運搬具 ※３ 274     272     

減価償却累計額   248 26   245 27   

５ 工具器具及び備品 ※３ 4,946     5,124     

減価償却累計額   4,339 606   4,396 728   

６ 土地 ※３   2,509     2,461   

７ 建設仮勘定     48     135   

有形固定資産合計     12,870 26.7   12,637 27.0 

(2) 無形固定資産               

１ 借地権     34     34   

２ ソフトウェア     339     390   

３ 電話加入権     11     11   

４ その他     22     15   

無形固定資産合計     407 0.8   452 1.0 



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(3) 投資その他の資産             

１ 投資有価証券     900     1,016   

２ 関係会社株式     7,369     7,271   

３ 関係会社出資金     899     998   

４ 従業員長期貸付金     6     3   

５ 破産債権・更生債権 
  その他これらに準ずる 
  債権 

 11 10  

６ 差入保証金     1,033     1,031   

７ 長期性預金     －     493   

８ 繰延税金資産     1,816     1,603   

９ その他     982     446   

10 貸倒引当金     △81     △65   

投資その他の資産合計     12,938 26.9   12,808 27.4 

固定資産合計     26,216 54.4   25,898 55.4 

資産合計     48,173 100.0   46,729 100.0 

      



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形     1,157     1,169   

２ 買掛金 ※２   4,648     4,388   

３ 短期借入金 ※２   5,455     3,505   

４ 一年以内返済予定の 
長期借入金 

※３  80 80  

５ 未払金 ※２   1,846     1,666   

６ 未払費用     218     286   

７ 未払法人税等     463     436   

８ 未払消費税等     －     9   

９ 預り金     36     42   

10 賞与引当金     748     823   

11 設備関係支払手形     104     127   

12 その他     46     17   

流動負債合計     14,804 30.7   12,553 26.9 

Ⅱ 固定負債               

１ 長期借入金 ※３   2,300     2,220   

２ 退職給付引当金     3,799     3,375   

３ 役員退職慰労引当金     219     －   

４ 長期預り保証金     －     496   

５ その他     458     352   

固定負債合計     6,777 14.1   6,444 13.8 

負債合計     21,581 44.8   18,998 40.7 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※１   9,816 20.4   9,816 21.0 

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金     7,409     7,492   

２ その他資本剰余金               

 (1) 自己株式処分差益   4 4   4 4   

資本剰余金合計     7,413 15.4   7,496 16.0 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 利益準備金     1,078     1,078   

２ 任意積立金               

 (1) 別途積立金   6,533 6,533   6,533 6,533   

３ 当期未処分利益     1,689     2,695   

利益剰余金合計     9,301 19.3   10,307 22.1 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     131 0.2   202 0.4 

Ⅴ 自己株式 ※６   △71 △0.1   △91 △0.2 

資本合計     26,591 55.2   27,730 59.3 

負債・資本合計     48,173 100.0   46,729 100.0 

      



② 【損益計算書】 
  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高               

１ 製品売上高   21,301     22,024     

２ 商品売上高   16,651     16,299     

３ その他の営業収益   271 38,224 100.0 392 38,716 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※2,5             

１ 製品期首たな卸高   2,478     2,603     

２ 当期製品製造原価   16,078     16,538     

   合計   18,557     19,142     

３ 他勘定振替高 ※１ 147     167     

４ 製品期末たな卸高   2,603     2,744     

５ 製品売上原価   15,806     16,230     

６ 商品期首たな卸高   710     807     

７ 当期商品仕入高   14,590     14,241     

   合計   15,301     15,048     

８ 他勘定振替高 ※１ 19     0     

９ 商品期末たな卸高   807     883     

10 商品売上原価   14,474 30,281 79.2 14,165 30,395 78.5 

 売上総利益     7,942 20.8   8,321 21.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※５             

１ 荷造費・運賃   904     938     

２ 広告宣伝費   53     46     

３ 給料手当・賞与   1,567     1,577     

４ 賞与引当金繰入額   221     265     

５ 退職給付費用   365     171     

６ 役員退職慰労金   －     24     

７ 役員退職慰労引当金 
繰入額 

51 28   

８ 福利厚生費   257     274     

９ 旅費交通費   210     212     

10 減価償却費   211     178     

11 賃借料   497     460     

12 委託作業費   441     518     

13 研究開発費 ※２ 789     788     

14 その他の経費   1,117 6,688 17.5 1,208 6,693 17.3 

営業利益     1,254 3.3   1,627 4.2 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息 ※５ 12     7     

２ 受取配当金 ※５ 666     659     

３ 受取賃貸料 ※５ 123     105     

４ 為替差益   －     107     

５ その他 ※５ 122 923 2.3 105 985 2.5 

     



  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   135     92     

２ たな卸資産棄却損   54     26     

３ 賃貸資産関連費用   63     48     

４ その他   33 286 0.7 33 201 0.5 

経常利益     1,891 4.9   2,412 6.2 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※３ 11     －     

２ 投資有価証券売却益   53     73     

３ 貸倒引当金戻入益   － 65 0.2 28 101 0.3 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産処分損 ※４ 149     －     

２ 固定資産除却損   －     142     

３ 合弁事業解消損   130     －     

４ 減損損失 ※６ －     109     

５ その他   3 282 0.7 1 253 0.7 

税引前当期純利益     1,674 4.4   2,260 5.8 

法人税、住民税 
及び事業税 

336 524   

法人税等調整額   200 537 1.4 177 701 1.8 

当期純利益     1,136 3.0   1,558 4.0 

前期繰越利益     747     1,396   

中間配当額     194     259   

当期未処分利益     1,689     2,695   

     



製造原価明細書 

  

  

(注) 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 原料費   5,997 37.2 6,087 36.9 

Ⅱ 労務費   4,348 27.0 4,363 26.4 

Ⅲ 経費   5,764 35.8 6,052 36.7 

(内減価償却費)   (1,006) (6.2) (982) (6.0)

(内燃料費)   (228) (1.4) (290) (1.8)

(内外注加工費)   (2,145) (13.3) (2,118) (12.8)

総製造費用   16,110 100.0 16,503 100.0 

仕掛品期首たな卸高   346   378   

合計   16,456   16,881   

仕掛品期末たな卸高   378   342   

当期製品製造原価   16,078   16,538   

     

前事業年度 当事業年度 

原価計算方法：総合原価計算によっております。 原価計算方法：同左 



③ 【利益処分計算書】 

  

 (注) １ 日付は株主総会承認年月日であります。 

 ２ 平成17年12月9日に259,734,872 円(１株につき4円)、平成16年12月10日に194,488,446円(１株につき３円)と、それぞ

れ中間配当を実施いたしました。 

  

    
前事業年度

(平成17年６月29日) 
当事業年度 

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

（当期未処分利益の処分）           

Ⅰ 当期未処分利益     1,689   2,695 

Ⅱ 利益処分額           

１ 配当金   259   389   

２ 役員賞与金   33   42   

  (うち監査役賞与金)   (－) 292 (－) 431 

Ⅲ 次期繰越利益     1,396   2,263 

      

（その他資本剰余金の処分）           

Ⅰ その他資本剰余金           

 自己株式処分差益   4 4 4 4 

Ⅱ その他資本剰余金次期繰越額           

 自己株式処分差益   4 4 4 4 

      



重要な会計方針 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 ① 子会社株式及び関連会社株式……移動平均法によ

る原価法によっ

ております。 

 ② その他有価証券 

    時価のあるもの……期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は、全

部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均

法により算定)によってお

ります。 

    時価のないもの……移動平均法による原価法に

よっております。 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 ① 子会社株式及び関連会社株式……同左 

  

  

 ② その他有価証券 

            同左 

  

２ デリバティブの評価基準及び評価方法 

   時価法によっております。 

  

２ デリバティブの評価基準及び評価方法 

            同左 

  

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  商品、製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品 

  ……総平均法による原価法によっております。 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

            同左 

４ 固定資産の減価償却の方法 

  有形固定資産……建物(附属設備を除く)は定額法、

その他の有形固定資産は定率法に

よっております。 

なお、主な耐用年数は、建物38年

～50年、機械装置９年でありま

す。 

４ 固定資産の減価償却の方法 

  有形固定資産……同左 

  

  無形固定資産……定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における見込み利

用可能期間(５年)による定額法に

よっております。 

  無形固定資産……同左 

    

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建債権債務は、期末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

            同左 



  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

６ 引当金の計上基準 

 1) 貸倒引当金     債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に債権の回

収可能性を検討して回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

６ 引当金の計上基準 

 1) 貸倒引当金     同左 

 2) 賞与引当金     従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支

給見込額により計上してお

ります。 

 2) 賞与引当金     同左 

 3) 退職給付引当金   従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職

給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しており

ます。 

過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(５

年)による定額法により費

用処理しております。 

数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理

しております。 

 3) 退職給付引当金   同左 

 4) 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく

期末支給見込額の100％を

計上しております。 

 4) 役員退職慰労引当金  (追加情報) 

当社は、役員の報酬制度

改正の一環として、平成

17年6月29日開催の第59回

定時株主総会において役

員退職金制度を廃止する

とともに、重任する役員

に対しては当該総会まで

の期間に対応する役員退

職金を当該重任役員の退

任時に支給することが承

認されました。これに伴

い、当該総会までの期間

に対応する重任役員の退

職金相当額については長

期未払金として固定負債

「その他」に振替えてお

ります。 

  

７ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

７ リース取引の処理方法 

              同左 



  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

８ ヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

  原則として繰延ヘッジ処理によっております。な

お、特例処理の要件を満たしている金利スワップ

については特例処理を採用しております。 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段：金利スワップ 

  ヘッジ対象：借入金 

 ③ ヘッジ方針 

  借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利ス

ワップを行っており、ヘッジ対象の識別は個別契

約ごとに行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は

相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動

の累計又は相場変動を半期毎に比較し、両者の変

動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価してお

ります。ただし、特例処理によっている金利スワ

ップについては、有効性の評価を省略しておりま

す。 

８ ヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

 ③ ヘッジ方針 

同左 

  

  

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

９ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

② 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

９ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

            同左 

② 連結納税制度の適用 

            同左 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（売上の計上基準） 

従来、受取ロイヤルティ及び受取販売コミッションに

ついては、「営業外収益」に計上しておりましたが、

当事業年度から「売上高」の「その他の営業収益」に

含めて計上することに変更しております。この変更

は、当該収入が当社の営業活動の成果であり、また、

積極的な海外展開により金額的に重要性が高まったこ

とから、損益をより明確に区分表示するために行った

ものであります。この変更により、従来の方法によっ

た場合に比べ、「売上高」及び「営業利益」は271百万

円増加し、「営業外収益」は同額減少しましたが、

「経常利益」及び「税引前当期純利益」に影響はあり

ません。 

  

  ―― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（固定資産の減損に係る基準） 
当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準
（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す
る意見書」（企業会計審議会  平成14年8月9
日））および「固定資産の減損に係る会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第6号 平成15
年10月31日）を適用しております。 
これにより税引前当期純利益は109百万円減少して
おります。なお、減損損失累計額については、改
正後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から
直接控除しております。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  1) 前事業年度において、固定資産の投資その他の資産

の「その他」に含めていた「長期性預金」は総資産

額の1/100を超えたため、当事業年度より区分掲記す

ることとしました。なお、前事業年度の「その他」

に含まれる「長期性預金」は454百万円であります。 

2) 前事業年度において、固定負債の「その他」に含め

ていた「長期預り保証金」は総資産額の1/100を超え

たため、当事業年度より区分掲記することとしまし

た。なお、前事業年度の「その他」に含まれる「長

期預り保証金」は458百万円であります。 

3) 前事業年度において、営業外収益の「その他」に含

めていた「為替差益」は営業外収益の総額の10/100

を超えたため、当事業年度より区分掲記することと

しました。なお、前事業年度の「その他」に含まれ

る「為替差益」は21百万円であります。 

4) 前事業年度において、特別損失の「固定資産処分

損」に含めていた「固定資産除却損」は当事業年度

より区分掲記することとしました。なお、前事業年

度の「固定資産処分損」に含まれる「固定資産除却

損」は138百万円であります。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

※１ 会社が発行する株式 

普通株式 152,713,000株 

ただし、定款の定めにより株式の消却が行われ

た場合には、会社が発行する株式について、こ

れに相当する株式数を減ずることとなっており

ます。 

発行済株式数 

普通株式 65,140,945株 

※１ 会社が発行する株式 

普通株式 152,713,000株 

ただし、定款の定めにより株式の消却が行われ

た場合には、会社が発行する株式について、こ

れに相当する株式数を減ずることとなっており

ます。 

発行済株式数 

普通株式 65,140,945株 

※２ 関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

受取手形 124百万円

売掛金 1,818 〃 

未収入金 1,065 〃 

買掛金 1,021 〃 

短期借入金 455 〃 

未払金 562 〃 

※２ 関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

売掛金 2,080百万円

未収入金 712 〃 

買掛金 1,121 〃 

短期借入金 5 〃 

未払金 298 〃 

    

※３ 担保に供している資産及びその対応債務 

上記物件については工場財団を組成し、長期借入

金300百万円及び１年以内返済予定の長期借入金 

80百万円の担保に供しております。 

建物 3,472百万円(帳簿価額)

機械及び装置 2,216百万円(  〃  )

土地 207百万円(  〃  )

その他 465百万円(  〃  )

合計 6,362百万円(  〃  )

※３ 担保に供している資産及びその対応債務 

上記物件については工場財団を組成し、長期借入

金220百万円及び１年以内返済予定の長期借入金 

80百万円の担保に供しております。 

建物 3,416百万円(帳簿価額)

機械及び装置 2,148百万円(  〃  )

土地 207百万円(  〃  )

その他 513百万円(  〃  )

合計 6,287百万円(  〃  )

 ４ 主な偶発債務 

  ① 保証債務 

1) バイアムマニファクチュアリングインコーポ

レーテッド 

877百万円(US$8,175,593.65)(借入金) 

2) ㈱オートマジカ 

332百万円(借入金) 

    (注) 当社のほか２社で連帯保証を行っており

ます。 

  

  

  

3) コリアバイリーンカンパニーリミテッド 

318百万円(Won3,000,000,000)(借入金) 

4) フロイデンベルグ&バイリーンノンウーブン

ズ(スーチョウ)カンパニーリミテッド 

289百万円(US$2,500,000)(借入金) 

     (US$200,000)(仕入債務) 

5) 当社従業員 

5百万円(借入金) 

 ４ 主な偶発債務 

  ① 保証債務 

1) バイアムマニファクチュアリングインコーポ

レーテッド 

1,246百万円(US$10,609,393.54)(借入金) 

2) ㈱オートマジカ 

83百万円(借入金) 

    (注) 当社のほか２社で連帯保証を行っており

ます。なお、連帯債務者２社との間の平

成17年３月31日付合弁解消契約書により

実質的に当社の債務負担が発生する可能

性は低いと考えております。 

3) 当社従業員 

4百万円(借入金) 

  ② 保証予約 

1) フロイデンベルグ&バイリーンインターナシ

ョナルリミテッド 

34百万円(HK$2,500,936.03)(借入金) 

  ② 保証予約 

1) フロイデンベルグ&バイリーンノンウーブン

ズ(スーチョウ)カンパニーリミテッド 

    704百万円(US$6,000,000)(借入金) 

2) フロイデンベルグ&バイリーンインターナシ

ョナルリミテッド 

10百万円(HK$712,005.22)(借入金) 



  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

  ※５ 輸出手形割引高 39百万円 

※６ 自己株式の保有数 

    普通株式 209,396株 

※６ 自己株式の保有数 

    普通株式  209,637株 

 ７ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は131百

万円である。 

 ７ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は202百

万円である。 



(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 主なものはたな卸資産の除却損及び見本費であり

ます。 

※１ 主なものはたな卸資産の除却損及び見本費であり

ます。 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は1,627百万円であります。 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は1,665百万円であります。 

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

機械及び装置 11百万円

計 11百万円

※３       ―――――――――― 

  

※４ 固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。 

建物 3百万円

機械及び装置 113百万円

土地 8百万円

その他 22百万円

計 149百万円

※４       ―――――――――― 

※５ 関係会社に係る注記 

営業費用 7,835百万円

受取賃貸料 110百万円

受取配当金 624百万円

上記以外の営業外収益の合計額 48百万円

※５ 関係会社に係る注記 

営業費用 7,459百万円

受取賃貸料 99百万円

受取配当金 648百万円

上記以外の営業外収益の合計額 37百万円

  ※６ 減損損失 

当社は以下の資産グループについて減損損失を計

上しております。 

  

当社は事業用資産については、製品分野別にグル

ーピングし、将来使用が見込まれない資産及び売

却予定資産については、個別の資産グループとし

ております。 

上記資産については、市場価格が著しく下落して

いることから、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上

しております。その内訳は建物62百万円、土地47

百万円です。 

なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味

売却価額により測定しており、固定資産税評価額

等に基づき評価しております。 

場所 用途 種類 

長野県 

佐久穂町 
売却予定資産 土地・建物 

福岡県 

粕谷町 
売却予定資産 土地・建物 



(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
 取得価額相当額の算定は、固定資産の期末残高等に占

める未経過リース料期末残高の割合が低いため、財務

諸表等規則第８条の６第２項の規定に基づき、支払利

子込み法によっております。 

   
建物 
(百万円)  

車両及び 
運搬具 
(百万円) 

 工具器具 
及び備品 
(百万円) 

 
合計
(百万円) 

取得価 
額相当 
額 

 7 3
 

212 223

減価償 
却累計 
額 
相当額 

 7 0

 

169 177

期末残 
高相当 
額 

 0 2
 

42 45

  
 取得価額相当額の算定は、固定資産の期末残高等に占

める未経過リース料期末残高の割合が低いため、財務

諸表等規則第８条の６第２項の規定に基づき、支払利

子込み法によっております。 

車両及び
運搬具 
(百万円) 

工具器具 
及び備品 
(百万円) 

 
合計 
(百万円) 

取得価額
相当額 3 97 100

減価償却
累計額 
相当額 

1 86 87

期末残高
相当額 2 10 12

② 未経過リース料期末残高相当額 

 未経過リース料期末残高相当額は、固定資産の期末残

高等に占めるその割合が低いため、財務諸表等規則第

８条の６第２項の規定に基づき、支払利子込み法によ

っております。 

１年内 36百万円

１年超 9百万円

合計 45百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

 未経過リース料期末残高相当額は、固定資産の期末残

高等に占めるその割合が低いため、財務諸表等規則第

８条の６第２項の規定に基づき、支払利子込み法によ

っております。 

１年内 7百万円

１年超 5百万円

合計 12百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 67百万円

減価償却費相当額 67百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 36百万円

減価償却費相当額 36百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

            同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 24百万円

１年超 73百万円

合計 98百万円



(有価証券関係) 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価があるものはありません。 

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価があるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 
  

  
  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

繰延税金資産   

賞与引当金否認額 303百万円

貸倒引当金繰入限度超過額 69百万円

退職給付引当金否認額 1,533百万円

投資有価証券評価損 178百万円

関係会社株式評価損 187百万円

会員権評価損 33百万円

連結法人間の損益繰延 39百万円

その他 267百万円

繰延税金資産小計 2,613百万円

評価性引当額 △239百万円

繰延税金資産合計 2,374百万円

繰延税金負債  

有価証券評価差額金 △89百万円

繰延税金負債合計 △89百万円

繰延税金資産の純額 2,284百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

繰延税金資産   

未払事業税等 42百万円

賞与引当金否認額 333百万円

退職給付引当金否認額 1,366百万円

未払役員退職慰労金 142百万円

投資有価証券評価損 172百万円

関係会社株式評価損 154百万円

有形固定資産評価損 53百万円

連結法人間の損益の繰延 29百万円

その他 152百万円

繰延税金資産小計 2,447百万円

評価性引当額 △241百万円

繰延税金資産合計 2,205百万円

繰延税金負債  

有価証券評価差額金 △137百万円

繰延税金負債合計 △137百万円

繰延税金資産の純額 2,068百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

  法定実効税率 40.5％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない 
項目 

1.8％

受取配当金等永久に 
益金に算入されない項目 

△7.1％

評価性引当額 1.1％

更正税額 2.7％

住民税均等割額 0.9％

外国税額控除 △7.8％

その他 0.0％

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

32.1％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

  法定実効税率 40.5％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない 
項目 

1.3％

受取配当金等永久に
益金に算入されない項目 

△6.4％

評価性引当額 1.5％

投資価額修正 △0.8％

住民税均等割額 0.7％

外国税額控除 △5.8％

その他 0.1％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率 

31.1％



(１株当たり情報) 

  

  

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 409円02銭 １株当たり純資産額 426円43銭

１株当たり当期純利益 17円03銭 １株当たり当期純利益 23円35銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

17円02銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

23円33銭

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

損益計算書上の当期純利益 1,136百万円 1,558百万円 

普通株式に係る当期純利益 1,103百万円 1,516百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

利益処分による役員賞与金 33百万円 
  

42百万円 

普通株主に帰属しない金額 33百万円 42百万円 

普通株式の期中平均株式数 64,801,760株 64,934,801株 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用い
られた当期純利益調整額の主要な内訳 

－ － 

当期純利益調整額 － － 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用い
られた普通株式増加数の主要な内訳 
  
自己株式取得方式のストックオプション 
新株予約権方式のストックオプション 

  
  

73,507株 
－ 

  
  

34,606株 
11,827株 

普通株式増加数 73,507株 46,433株 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の

概要 

  

           － 

  

－ 



(重要な後発事象) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

    



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  
  

  

    
銘柄 株式数(株)

貸借対照表計上額
(百万円) 

投資有価 
証券 

その他有 
価証券 

久光製薬（株） 139,344 409 

久光製薬（株）持株会 30,411.463 89 

フロイデンベルグ・ファーイスタンス
パンウエッブ カンパニーリミテッド 

4,377,437 156 

（株）東京スタイル 89,600 125 

（株）三陽商会 38,388 39 

三笠製薬（株） 43,000 35 

アゼアス（株） 70,000 27 

（株）オンワード樫山 12,442 25 

（株）オンワード樫山 持株会 970.768 2 

（株）ワコール 13,360 21 

三洋電機（株） 55,000 17 

西川ローズ（株） 22,434 11 

その他18銘柄 219,344 54 

小計 5,111,731.231 1,016 

    計 5,111,731.231 1,016 



【有形固定資産等明細表】 

  

  

(注)１．「当期減少額」の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。  

２．東京加工技研株式会社との合併による「当期増加額」の主なものは次のとおりであります。 

  

３．２.の合併以外の「当期増加額」の主なものは次のとおりであります。 

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額
又は 

償却累計額
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産               

 建物 15,344 203 
97

（62） 
15,450 10,007 317 5,443 

 構築物 1,191 33 － 1,225 986 26 238 

 機械及び装置 25,680 799 348 26,132 22,530 700 3,602 

 車両及び運搬具 274 12 14 272 245 7 27 

 工具器具及び備品 4,946 369 191 5,124 4,396 218 728 

 土地 2,509 － 
47
（47） 

2,461 － － 2,461 

 建設仮勘定 48 1,089 1,002 135 － － 135 

有形固定資産計 49,995 2,508 
1,701
（109） 

50,802 38,165 1,270 12,637 

無形固定資産               

  借地権 34 － － 34 － － 34 

 ソフトウェア 1,316 170 － 1,486 1,096 119 390 

 電話加入権 11 0 － 11 － － 11 

 その他 191 182 186 187 171 2 15 

無形固定資産計 1,554 352 186 1,720 1,267 121 452 

長期前払費用 38 23 31 30 4 2 26 

 建物 12百万円

 機械装置 388百万円

 車両運搬具 3百万円

 工具器具備品 7百万円

計 412百万円

機械装置 滋賀工場 不織布製造設備改造工事 167百万円

  東京工場     〃 243百万円

建設仮勘定 滋賀工場     〃 356百万円

  東京工場     〃 620百万円



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 当期末における自己株式は、209,637株であります。 

２  資本準備金の増加の原因は、東京加工技研株式会社合併に伴う合併差益組入れによるものであります。 

３  その他資本剰余金の増加の原因は、ストックオプションの権利行使によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注)  貸倒引当金の「当期減少額(その他)」57百万円は洗替処理、1百万円は入金による取崩しおよび 

  目的使用時の引当金余剰額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円) 9,816 － － 9,816 

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (注１) (株) (65,140,945) (     －) (     －) (65,140,945)

普通株式   (百万円) 9,816 － － 9,816 

計 (株) (65,140,945) (     －) (     －) (65,140,945)

計 (百万円) 9,816 － － 9,816 

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

資本準備金 (注２)           

 株式払込剰余金 (百万円) 7,409 － － 7,409 

 合併差益 (百万円) － 83 － 83 

その他資本剰余金 (注３)         

 自己株式処分差益 (百万円) 4 0 － 4 

計 (百万円) 7,413 83 － 7,496 

利益準備金及び 
任意積立金 

利益準備金   (百万円) 1,078 － － 1,078 

任意積立金           

 別途積立金   (百万円) 6,533 － － 6,533 

計 (百万円) 7,612 － － 7,612 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 258 30 81 58 148 

賞与引当金 748 823 748 － 823 

役員退職慰労引当金 219 － 219 － － 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

Ⅰ 流動資産 

１ 現金及び預金 

  

  

２ 受取手形 

  

(注) 製品・商品売上代 

  

３ 受取手形の期日別内訳 

  

  

区分 金額(百万円) 

現金 20 

預金   

  当座預金 790 

  普通預金 929 

  通知預金 60 

  外貨預金 14 

計 1,794 

合計 1,815 

相手先名 金額(百万円) 

三喜産業㈱ (注) 588 

広島化成㈱ (注) 278 

美浜㈱ (注) 138 

菱自用品販売㈱ (注) 122 

楠本化成㈱ (注) 95 

その他 (注) 1,128 

合計 2,352 

期日 金額(百万円) 

平成18年４月期日 701 

     ５月 〃 423 

     ６月 〃 657 

     ７月 〃 472 

     ８月以降期日 97 

合計 2,352 



４ 売掛金 

  

(注) 製品・商品売上代 

  

５ 売掛金の回収状況 

  

(注) １ 回収率は次の算式によっております。 

２ 滞留期間は次の算式によっております。 

３ 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

６ 商品 

  

  

７ 製品 

  

  

８ 原材料 

  

  

相手先名 金額(百万円) 

バイリーンクリエイト㈱ (注) 1,261 

ジプロ㈱ (注) 1,028 

FREUDENBERG&VILENE NONWOVENS(TAIWAN)CO.,LTD (注) 625 

ディックプラスチック㈱ (注) 455 

久光製薬㈱ (注) 436 

その他 (注) 5,121 

合計 8,929 

前期繰越高(Ａ) 
(百万円) 

当期発生高(Ｂ)
(百万円) 

当期回収高(Ｃ)
(百万円) 

次期繰越高(Ｄ)
(百万円) 

回収率(％) 滞留期間(ヶ月)

9,448 40,019 40,538 8,929 81.93 2.76 

(Ｃ) 
×100 

(Ａ)＋(Ｂ) 

(Ａ)＋(Ｄ) 
÷ 
(Ｂ) 

２ 12 

摘要 金額(百万円) 

不織布加工品、他 883 

摘要 金額(百万円) 

不織布 2,744 

摘要 金額(百万円) 

不織布用綿及び樹脂 625 



９ 仕掛品 

  

  

10 貯蔵品 

  

  

Ⅱ 固定資産 

１ 関係会社株式 

  

  

摘要 金額(百万円) 

不織布 342 

摘要 金額(百万円) 

機械保守部品、他 252 

銘柄 金額(百万円) 

子会社株式   

バイアムホールディングインコーポレーテッド 2,788 

小山化学㈱ 970 

パシフィック技研㈱ 320 

ジャパンバイリーン(ホンコン)リミテッド 894 

キュムラス㈱ 90 

その他 80 

小計 5,143 

関連会社株式   

コリアバイリーンカンパニーリミテッド 1,335 

フロイデンベルグ＆バイリーンノンウーブンズ 
(タイワン)カンパニーリミテッド 

730 

コリアフィルタテックカンパニーリミテッド 49 

その他 13 

小計 2,128 

合計 7,271 



Ⅲ 流動負債 

１ 支払手形 

  

(注) 商品・原料仕入代他 

  

２ 支払手形の期日別内訳 

  

  

３ 買掛金 
  

(注) 商品・原料仕入代他 
  

相手先名 金額(百万円) 

広島化成㈱ (注) 405 

山本産業㈱ (注) 256 

サンエムパッケージ㈱ (注) 109 

丸菱油化工業㈱ (注) 53 

㈱テクノコージ (注) 47 

その他 (注) 297 

合計 1,169 

期日 金額(百万円) 

平成18年４月期日 406 

     ５月 〃 344 

     ６月 〃 295 

     ７月 〃 123 

     ８月 〃 ― 

合計 1,169 

相手先名 金額(百万円) 

早川ゴム㈱ (注) 693 

キュムラス㈱ (注) 388 

東レ㈱ (注) 303 

ユニチカファイバー㈱ (注) 196 

バイクリーン㈱ (注) 165 

その他 (注) 2,642 

合計 4,388 



４ 設備関係支払手形 

  

(注) 機械他諸設備及び部品代 

  

５ 設備関係支払手形の期日別内訳 

  

  

６ 短期借入金の内訳 

  

  

相手先名 金額(百万円) 

キャノンマーケティングジャパン㈱ (注) 32 

㈱ヒューテック (注) 31 

有本工業㈱ (注) 16 

㈱高木製作所 (注) 13 

㈱ヤマグチ工業 (注) 6 

その他 (注) 27 

合計 127 

期日 金額(百万円) 

平成18年４月期日 31 

     ５月 〃 31 

     ６月 〃 49 

     ７月 〃 16 

     ８月 〃 ― 

合計 127 

借入先 金額(百万円) 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 800 

㈱滋賀銀行 700 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 500 

㈱みずほコーポレート銀行 500 

㈱三井住友銀行 500 

農林中央金庫 500 

その他 5 

合計 3,505 



Ⅳ 固定負債 

１ 退職給付引当金 

  

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 金額(百万円) 

退職給付債務 15,295 

未認識過去勤務債務 1,421 

未認識数理計算上の差異 △1,966 

年金資産 △11,374 

合計 3,375 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 平成18年６月29日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、当会社の公告方法は次のとおりとなりました。 

   当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることがで

きない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

   なお、電子公告は当会社のホームページに記載しており、そのアドレスは次のとおりです。 

http://www.vilene.co.jp/ 

  

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
１株券、10株券、100株券、500株券、1,000株券、5,000株券、10,000株券、 
50,000株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 同上 

  取次所 
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

 株券喪失登録に伴う 
 手数料 

1.喪失登録   １件につき 10,000円
2.喪失登録株券 １枚につき  500円 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 同上 

  取次所 三菱信託銀行株式会社 全国各支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞に掲載します。(注) 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第59期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月29日関東財務局長に提出 

(2) 半期報告書 

事業年度 第60期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)平成17年12月20日関東財務局長に提出 

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

  
日本バイリーン株式会社 
  

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本バ

イリーン株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

本バイリーン株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更① 売上の計上基準に記載されているとおり、会社は受取ロイヤルティ及び受取販売コミッションに

ついて、従来「営業外収益」に計上していたが、当連結会計年度から「売上高」に含めて計上することに変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

平成17年６月29日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  村  上  眞  治  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  福  田  昭  英  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

  
日本バイリーン株式会社 
  

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本バ

イリーン株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

本バイリーン株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準が適用されるこ

ととなったため、この会計基準を適用し連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

平成18年６月29日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  村  上  眞  治  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  大  中  康  行  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

  
日本バイリーン株式会社 
  

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本バ

イリーン株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第59期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本バ

イリーン株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は受取ロイヤルティ及び受取販売コミッションについて、従来「営業

外収益」に計上していたが、当事業年度から「売上高」に含めて計上することに変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

平成17年６月29日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  村  上  眞  治  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  福  田  昭  英  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

  
日本バイリーン株式会社 
  

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本バ

イリーン株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第60期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本バ

イリーン株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準が適用されることと

なったため、この会計基準を適用し財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

平成18年６月29日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  村  上  眞  治  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  大  中  康  行  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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